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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超吸収性ポリマー粒子を含む吸収性コアであって、前記超吸収性ポリマー粒子の一部が
、再利用された超吸収性ポリマー粒子であり、前記再利用が、固化熱可塑性組成物から汚
染超吸収性ポリマー粒子を分離することを含み、
　前記汚染超吸収性ポリマー粒子が、二酸化炭素、プロパン、又はこれらの混合物を含む
超臨界流体を使用して、前記固化熱可塑性組成物から分離され、
　前記再利用超吸収性ポリマー粒子が、非再利用超吸収性ポリマー粒子のＵＰＭ値と比較
して６０％～９５％のＵＰＭ値を有する、吸収性コア。
【請求項２】
　前記汚染超吸収性ポリマー粒子が、１０～１の、超吸収性ポリマー粒子の固化熱可塑性
組成物に対する比を有する、請求項１に記載の吸収性コア。
【請求項３】
　前記再利用超吸収性ポリマー粒子が、前記吸収性コアに含まれる超吸収性ポリマー粒子
の総量の１重量パーセントを超える、請求項１または２に記載の吸収性コア。
【請求項４】
　前記再利用超吸収性ポリマー粒子が、前記吸収性コアに含まれる超吸収性ポリマー粒子
の総量の７０重量パーセント未満である、請求項１～３のいずれか一項に記載の吸収性コ
ア。
【請求項５】
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　前記吸収性コアが、前記再利用超吸収性ポリマー粒子及び前記非再利用超吸収性ポリマ
ー粒子のブレンドを含み、前記再利用超吸収性ポリマー粒子及び前記非再利用超吸収性ポ
リマー粒子が、前記吸収性コア内に組み込まれる前に互いに混合されている、請求項１～
４のいずれか一項に記載の吸収性コア。
【請求項６】
　前記再利用超吸収性ポリマー粒子が、少なくとも５０（１０－７（ｃｍ３．ｓ）／ｇ）
のＵＰＭ値を有し、前記非再利用超吸収性ポリマー粒子が、少なくとも約８０（１０－７

（ｃｍ３．ｓ）／ｇ）のＵＰＭ値を有する、請求項１～５のいずれか一項に記載の吸収性
コア。
【請求項７】
　固化熱可塑性組成物から汚染超吸収性ポリマー粒子を分離することが、
　ａ）汚染超吸収性ポリマー粒子及び前記固化熱可塑性組成物の粒塊を提供する工程であ
って、前記汚染超吸収性ポリマー粒子の少なくとも一部が、前記固化熱可塑性組成物の少
なくとも一部に接着されている、工程と、
　ｂ）前記粒塊を、二酸化炭素、プロパン、又はこれらの混合物を含む超臨界流体に供す
る工程と、
　を含む、請求項１～６のいずれか一項に記載の吸収性コア。
【請求項８】
　前記固化熱可塑性組成物が、前記固化熱可塑性組成物の重量に基づいて、少なくとも約
３０重量％の熱可塑性ポリマーを含む、請求項１～７のいずれか一項に記載の吸収性コア
。
【請求項９】
　前記吸収性コアが吸収性物品内に含まれ、前記吸収性物品がおむつ、トレーニングパン
ツ、及び生理用ナプキンからなる群から選択される、請求項１～８のいずれか一項に記載
の吸収性コア。
【請求項１０】
　固化熱可塑性組成物から超吸収性ポリマー粒子を分離する方法であって、
　ａ）前記超吸収性ポリマー粒子及び前記固化熱可塑性組成物の粒塊を提供する工程であ
って、前記超吸収性ポリマー粒子の少なくとも一部が、前記固化熱可塑性組成物の少なく
とも一部に接着されている、工程と、
　ｂ）前記粒塊を、二酸化炭素、プロパン、又はこれらの混合物を含む超臨界流体に供す
る工程と、
　を含み、前記分離された超吸収性ポリマー粒子のＵＰＭ値が、前記超吸収性ポリマー粒
子が工程ａ）及びｂ）に供されている間、４０％以下に低下しない、方法。
【請求項１１】
　工程ａ）において、超吸収性ポリマー粒子の固化熱可塑性組成物に対する比が１０～１
である、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記超臨界流体が、超臨界流体の総量に基づいて、０．１重量％～４０重量％の１種以
上の共溶媒を更に含み、前記共溶媒が、エタノール、酢酸エチル、ブタン、酢酸ブチル、
アセトン、亜酸化窒素、二酸化炭素、窒素、水、及びこれらの混合物からなる群から選択
される、請求項１０又は１１に記載の方法。
【請求項１３】
　吸収性コア内での超吸収性ポリマー粒子の使用であって、前記超吸収性ポリマー粒子の
少なくとも一部が、再利用された超吸収性ポリマー粒子であり、前記再利用超吸収性ポリ
マー粒子が請求項１０又は１２に記載の方法により得られる、使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固化された熱可塑性組成物によって以前に固定されている超吸収性ポリマー
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粒子の再利用に関する。超吸収性ポリマー粒子は、二酸化炭素、プロパン、又はこれらの
混合物を含む超臨界流体を使用することによって、固化熱可塑性組成物から分離され得る
。
【背景技術】
【０００２】
　おむつ及び生理用ナプキンなどの使い捨て吸収性物品の高速製造の過程において、欠陥
又は不完全物品を発見し、それらを生産プロセスから廃棄することが通常である。これら
の廃棄物は販売に好適ではないが、捨てるには高価すぎる材料を含み得る。捨てる代わり
に、欠陥製品から所定の材料を回収することが望ましい場合がある。特に、使い捨て吸収
性物品に一般に含まれる超吸収性ポリマー粒子を取り戻すことが望ましい。
【０００３】
　今日では、殆どの使い捨ておむつが、例えば、セルロース繊維などのパルプ繊維（所謂
「エアフェルト」）と混合された超吸収性ポリマー粒子を有する吸収性コアを使用してい
る。これらのおむつ内で、超吸収性ポリマー粒子の大部分は、それを包囲するパルプ繊維
により定位置に保持されている。したがって、超吸収性ポリマー粒子は、物品を切り刻み
、超吸収性ポリマー粒子を、例えば、振動を介して揺り動かし、包囲するパルプ繊維から
遊離させることにより回収することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、吸収性コアがエアフェルトを含まず、又は少量のみのエアフェルトを含
む吸収性物品の場合、ポリマー粒子は、包囲パルプ繊維によって定位置に保持されること
ができないため、異なる手段により固定される必要がある。超吸収性ポリマー粒子を吸収
性コア内にて固定する方法の１つは、接着剤を使用することによる。これらの接着剤は、
超吸収性ポリマー粒子の量と比較して少量で使用されても、超吸収性ポリマー粒子に密接
に接着する。接着剤は、超吸収性ポリマー粒子を互いに付着させるだけでなく、超吸収性
ポリマー粒子を、例えば、不織布ウェブなどのキャリア基材に付着させ得る。それにより
、粒子は、単にそれらを揺り動かして再利用することができない。
【０００５】
　超吸収性ポリマー粒子を接着剤から分離して、粒子を取り戻す方法を有することが望ま
しいであろう。超吸収性ポリマー粒子を分離した後、それらを他の新たに製造される吸収
性物品に導入することによって、超吸収性ポリマー粒子を再利用できることが更に望まし
いであろう。したがって、超吸収性ポリマー粒子の性能、特にそれらの透過性に関連し、
またそれらの容量及び自由膨潤速度にも関連した性能は、超吸収性ポリマー粒子が固化熱
可塑性組成物から分離される再利用プロセスにおいて過度に低下してはならない。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、超吸収性ポリマー粒子を含む吸収性コアに言及する。超吸収性ポリマー粒子
の少なくとも一部は、再利用された超吸収性ポリマー粒子であり、前記再利用は、固化熱
可塑性組成物から汚染超吸収性ポリマー粒子を分離する工程を含む。
【０００７】
　本発明はまた、超吸収性ポリマー粒子の少なくとも一部が再利用超吸収性ポリマー粒子
である、吸収性コア内での超吸収性ポリマー粒子の使用にも言及する。
【０００８】
　更に、本発明は、固化熱可塑性組成物から超吸収性ポリマー粒子を分離する方法に関し
、前記方法は、
　ａ）超吸収性ポリマー粒子及び固化熱可塑性組成物の粒塊を提供する工程であって、超
吸収性ポリマー粒子の少なくとも一部が、固化熱可塑性組成物の少なくとも一部に接着さ
れている、工程と、
　ｂ）粒塊を二酸化炭素、プロパン、又はこれらの混合物を含む超臨界流体に供する工程
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と、を含む。
【０００９】
　本発明により得られる、分離された超吸収性ポリマー粒子のＵＰＭ値は、超吸収性ポリ
マー粒子が工程ａ）及びｂ）に供されている間、４０％以下に低下しない。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
　本発明のこれらの特徴、態様、及び利点、並びに他の特徴、態様、及び利点は、以下の
説明、添付の特許請求の範囲、及び添付図面を考慮することで、より良好に理解されるで
あろう。
【図１】本発明の吸収性物品に関する一実施例としてのおむつの平面図。
【図２】尿透過性測定試験を実行するための、好適な透過性測定システムの部分的な断面
側面図。
【図３】尿透過性測定試験を実行する際に使用するための、ピストン／シリンダーアセン
ブリの断面側面図。
【図４】図３に示したピストン／シリンダーアセンブリに使用するのに好適なピストンヘ
ッドの平面図。
【図５】膨潤面用にガラス濾板上に配置された図３のピストン／シリンダーアセンブリの
断面側面図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　定義
　「吸収性物品」とは、身体の排出物を吸収及び保持する装置のことを指し、より具体的
には、着用者の身体に接して、又は近接して配置されることにより身体から排出される様
々な排出物を吸収及び保持する装置のことを指す。吸収性物品としては、おむつ、パンツ
、トレーニングパンツ、成人用失禁下着、生理用ナプキンなどが挙げられる。本明細書で
使用するところの「体液」又は「身体排出物」なる用語には、これらに限定されるもので
はないが、尿、血液、膣排泄物、母乳、汗及び糞便が含まれる。本発明の好ましい吸収性
物品は、おむつ、パンツ、トレーニングパンツ及び／又は生理用ナプキンである。
【００１２】
　「吸収性コア」は、典型的には吸収性物品のトップシートとバックシートとの間に配置
されて、吸収性物品が受容する液体を吸収及び収容する構造を意味する。吸収性コアは、
典型的には、エアフェルト（セルロース繊維を含む）、超吸収性ポリマー粒子（以後、Ｓ
ＡＰ粒子と称する）及びおそらくは不織布ウェブなどの吸収性材料を含む。一実施形態に
おいて、吸収性コアは、１０％未満のセルロース繊維を含んでもよく、又は更には実質的
にセルロースを含まなくてもよく（すなわち、１％未満のセルロース）、かつ１種以上の
基材、前記１種以上の基材上に配置されたＳＡＰ粒子、及び固化熱可塑性組成物を含んで
もよい。固化熱可塑性組成物は、ＳＡＰ粒子及び１種以上の基材の少なくとも一部分上に
適用されて、ＳＡＰ粒子を１種以上の基材上に固定する。１種以上の基材は、不織布ウェ
ブを含み、又は不織布ウェブからなっていてもよい。不織布ウェブは、ＳＡＰ粒子及び固
化熱可塑性組成物を少なくとも部分的に包囲し、したがってこれらの不織布は、多くの場
合、コアラップ又はコアカバーと称される。コアラップ又はコアカバーは、吸収性物品の
身体に面する表面を向いた上側層と、吸収性物品の下着に面する面を向いた下側層とから
なっていてもよい。これら２つの層は、その外周に沿って互いに連続的又は断続的に結合
させることができる。上側層と下側層とは同じ不織布ウェブで製造されてもよく、又は異
なる不織布ウェブで製造されてもよく、即ち、上側層を流体透過性とする一方で下側層を
流体不透過性とすることができる。コアラップ／コアカバーはまた、ＳＡＰ粒子及び固化
熱可塑性組成物を封入する単一の不織布からなっていてもよい。多層の吸収性コアでは、
基材（例えば、不織布ウェブ）の１つ以上の層が、吸収性コア内に追加的に設けられて、
ＳＡＰ粒子を少なくとも部分的に分離及び分割してもよい。
【００１３】
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　本発明において、吸収性コアは、典型的には吸収性材料（即ち、任意の基材層を除く）
の８０重量％を超える、より好ましくは９０％を超えるＳＡＰ粒子を含むであろう。吸収
性コアは、更にはエアフェルトを含まなくてもよい。吸収性コアの吸収性材料はまた、Ｓ
ＡＰ粒子のみからなっていてもよい。
【００１４】
　一実施形態において、吸収性コアはＳＡＰ粒子に加えて臭気制御化合物を含む。臭気制
御化合物は、臭気制御粒子の形態で提供されてもよい。臭気制御粒子は、吸収性コア全体
にわたって均質に分散されていてもよく、又は代替的に、区別される範囲内のみに提供さ
れると共に、他の範囲は臭気制御粒子を含まなくてもよい。例えば、臭気制御粒子は、吸
収性コア内の１つ以上の区別される層の形態で提供されてもよい。臭気制御粒子は、ＳＡ
Ｐ粒子の粒径と類似した粒径を有してもよい。一実施形態において、臭気制御化合物、例
えば、臭気制御粒子は、テトラアセチルエチレンジアミン及び過炭酸塩を含む。過炭酸塩
及びテトラアセチルエチレンジアミンを含む臭気制御粒子は、吸収性コア当たり２００ｍ
ｇ～４００ｍｇ、好ましくは２５０ｍｇ～３５０ｍｇの量で含まれてもよい。典型的には
、吸収性コア内のＳＡＰ粒子の重量は、臭気制御化合物の重量の３０倍～５０倍であり、
好ましくは臭気制御化合物の重量の３５倍～４５倍であろう。
【００１５】
　本発明では、固化熱可塑性組成物は吸収特性を有さないため、吸収性材料は、固化熱可
塑性組成物－及び存在する場合、臭気制御化合物－を含むとは考慮されないであろうこと
が理解される。更に、本発明では、吸収性コアは、吸収性物品のトップシート、バックシ
ート及び（存在する場合）捕捉システムを含まない。
【００１６】
　本明細書で使用される「超吸収性ポリマー粒子」（「ＳＡＰ粒子」）は、遠心分離保持
容量試験（Ｅｄａｎａ　４４１．２－０１）を使用して測定したときに、０．９％食塩水
溶液をその重量の少なくとも５倍吸収可能な架橋された高分子材料を指す。ＳＡＰ粒子は
、乾燥状態で流動可能であるように微粒子の形態を有する。本発明の好ましいＳＡＰ粒子
は、ポリ（メタ）アクリル酸ポリマーで形成されている。しかしながら、例えば、澱粉ベ
ースのＳＡＰ粒子も、本発明の範囲内に含まれ得る。
【００１７】
　本明細書で使用される「汚染ＳＡＰ粒子」は、本発明の固化熱可塑性組成物が接着して
いるＳＡＰ粒子を指す。
【００１８】
　本明細書で使用される「再利用ＳＡＰ粒子」は、以前にＳＡＰ粒子が接着された固化熱
可塑性組成物から分離された、ＳＡＰ粒子を指す。ＳＡＰ粒子は、二酸化炭素、プロパン
、又はこれらの混合物などの超臨界流体を使用することによって、固化熱可塑性組成物か
ら分離されることが好ましい。
【００１９】
　本明細書で使用される「非再利用ＳＡＰ粒子」は、固化熱可塑性組成物から以前に分離
されていないＳＡＰ粒子を指す。非再利用ＳＡＰ粒子は、本発明の吸収性物品内で使用さ
れる前に、任意の吸収性物品内に又は吸収性物品の一部内（例えば、吸収性コア内）に組
み込まれていないことが好ましい。しかしながら、所定の実施形態では、非再利用ＳＡＰ
粒子が吸収性繊維と共に組み込まれており、ＳＡＰ粒子は単に繊維と直近しているために
固定されている吸収性物品から、非再利用ＳＡＰ粒子が取り戻されている。ＳＡＰ粒子は
これらの吸収性繊維に付着されていず、また互いに又は吸収性物品の他の材料（不織布ウ
ェブなど）に付着されていない。そのような吸収性物品の例は、ＳＡＰ粒子に加えて比較
的大量の吸収性繊維を含む使い捨ておむつである。
【００２０】
　本明細書で使用される「エアフェルト」は、セルロース繊維（吸収性繊維）の形態を有
する粉砕木材パルプを指す。
【００２１】
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　「含む（comprise）」、「含んでいる（comprising）」、及び「備える（comprises）
」は非限定的な用語であり、それぞれの語の後に記載されるもの（例えば構成要素）の存
在を特定するものであるが、他の特徴（例えば要素、工程、当該技術分野において既知で
あるか、又は本明細書に開示される構成要素）の存在を除外するものではない。
【００２２】
　「使い捨て」は、通常の意味では、様々な期間にわたって限定された使用回数、例えば
、約２０回未満、約１０回未満、約５回未満、若しくは約２回未満の後に、処分される又
は廃棄される物品を意味するのに使用される。使い捨て吸収性物品は、殆どの場合、１回
の使用後に捨てられる。
【００２３】
　「おむつ」とは、幼児及び失禁患者によって胴体下部の周囲に一般に着用されることに
より、着用者の腰部及び脚部を包囲する吸収性物品のことであって、尿及び糞便を受容し
て閉じ込めるように特に適合されたもののことを指す。
【００２４】
　「パンツ」又は「トレーニングパンツ」は、本明細書で使用するとき、幼児又は成人の
着用者用に設計された腰部開口部及び脚部開口部を有する使い捨て衣類を指す。パンツは
、着用者の脚を脚部開口部に挿入し、パンツを着用者の胴体下部の周囲にまでずらすこと
によって着用者に対して定位置に置くことができる。パンツは、再び取り付け可能な及び
／又は再び取り付け不可能な接着（例えば、縫い目、溶接、接着剤、粘着接着、締め具な
ど）を用いて、物品の一部分を共に接合することが挙げられるが、これらに限定されない
、いずれかの好適な技術により予備成形されてもよい。パンツは、物品の周囲沿いのいず
れかの箇所で（例えば、側面締結、前側腰部締結）予備形成されてよい。用語「パンツ」
又は「パンツ類」が本明細書では使用されるが、パンツはまた一般的に「密閉型おむつ」
、「事前締結型おむつ」、「プルオンおむつ」、「トレーニングパンツ」、及び「おむつ
パンツ」とも呼ばれる。
【００２５】
　「不織布ウェブ」とは、摩擦及び／又は粘着及び／又は接着により結合させ、指向性繊
維又はランダムに配向された繊維で作られているシート、ウェブ、又は詰め物であり、紙
と、さらなるニードル加工の有無を問わず、結合糸若しくはフィラメントを組み込んだ織
り製品、編み製品、タフテッド製品、ステッチで結合した製品、又は湿式粉砕によるフェ
ルト製品は含まれない。繊維は天然起源のものであっても人工起源のものであってもよく
、ステープル又は連続フィラメントであっても、若しくはその場で形成されてもよい。市
販の繊維は、約０．００１ｍｍ未満から約０．２ｍｍを超える範囲の直径を有し、短繊維
（ステープル繊維又は細断繊維として知られる）、連続単繊維（フィラメント又はモノフ
ィラメント）、連続フィラメントの撚っていない束（麻くず）、及び連続フィラメントの
撚り束（編み糸）などのいくつかの異なる形態によって提供される。不織布ウェブは、例
えば溶融ブロー法、スパンボンド法、溶剤紡糸法、電界紡糸法、カーディング及びエアレ
イイングなどの多数のプロセスにより形成することができる。不織布ウェブの坪量は、通
常、１平方メートル当たりのグラム数（ｇｓｍ）で表される。
【００２６】
　吸収性物品
　以下、本発明の吸収性物品の一例として使い捨ておむつについて記載する。しかしなが
ら、他の使い捨て吸収性物品、特にパンツ、トレーニングパンツ及び生理用ナプキンも本
発明に包含されることが理解される。
【００２７】
　本明細書に記載する吸収性物品は、一方では、ＳＡＰ粒子を固化熱可塑性組成物から分
離することによって、該物品からＳＡＰ粒子が再利用される物品であってもよいことを理
解するべきである。本明細書に記載する吸収性物品は、他方では、本発明の吸収性コアを
含む物品であってもよい。これらの吸収性コアは、再利用ＳＡＰ粒子を含む。
【００２８】
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　図１は、本発明の所定の実施形態に基づいたおむつ２１０の平面図である。おむつ２１
０は、その広げられた非収縮（即ち、弾性による収縮がない）状態で示され、おむつ２１
０の一部は、おむつ２１０の下層構造をより明瞭に示すために切り取られている。着用者
に接触するおむつ２１０の部分は、図１において観察者の方を向いている。おむつ２１０
は、一般に、シャーシ２１２と、シャーシ２１２内に配置された吸収性コア２１４と、を
含んでもよい。
【００２９】
　図１のおむつ２１０のシャーシ２１２は、おむつ２１０の本体を構成する。シャーシ２
１２は、液体透過性であってよいトップシート２１８、及び／又は液体不透過性であって
よいバックシート２２０を含む外側カバー２１６を有し得る。吸収性コア２１４は、トッ
プシート２１８とバックシート２２０との間に収容されてもよい。シャーシ２１２はまた
、サイドパネル２２２、弾性レッグカフ２２４、及び弾性腰部機構２２６も有し得る。
【００３０】
　レッグカフ２２４及び弾性腰部機構２２６は、典型的には、それぞれ弾性部材２２８を
有し得る。おむつ２１０の一方の末端部分は、おむつ２１０の第１の腰部領域２３０とし
て構成される。おむつ２１０の反対側の末端部は、おむつ２１０の第２の腰部領域２３２
として構成される。おむつ２１０の中間部は、第１の腰部領域２３０と第２の腰部領域２
３２の間で長手方向に延びる股領域２３４として構成されている。腰部領域２３０及び２
３２は弾性要素を有することにより、着用者の腰部の周囲に寄り集まって高いフィット感
及び密閉性をもたらすことができる（弾性腰部機構２２６）。股部領域２３４は、おむつ
２１０が着用される際に着用者の脚の間に概ね位置するおむつ２１０の部分である。
【００３１】
　おむつ２１０は、その長手方向軸２３６及び横断方向軸２３８と共に図１に描かれてい
る。おむつ２１０の周辺部２４０はおむつ２１０の外縁部によって画定され、長手方向の
縁部２４２がおむつ２１０の長手方向軸２３６にほぼ平行に延び、端縁部２４４がおむつ
２１０の横断方向軸２３８にほぼ平行に長手方向の縁部２４２の間に延びている。おむつ
２２０はまた、フィット感、密閉性、美的特徴を向上させるための前方及び後方イヤーパ
ネル、腰部キャップ機構、伸縮材などの当技術分野では既知の他の機構を含んでもよい。
【００３２】
　おむつ２１０を着用者の周囲の定位置に保持するため、第１の腰部領域２３０の少なく
とも一部を締結部材２４６により第２の腰部領域２３２の少なくとも一部に取り付けるこ
とによって、脚部開口部及び物品の腰部を形成することができる。これを目的として、所
定の実施形態によれば、おむつ２１０は再閉鎖可能な締結システムを備えてもよく、ある
いはパンツ型のおむつの形態で提供されてもよい。吸収性物品がおむつである場合、おむ
つを着用者に固定するために、シャーシに接合した再閉止可能な締結装置を含むことが可
能である。締結システムは、少なくとも１つの締着部材２４６と、少なくとも１つのラン
ディングゾーン２４８と、を含んでもよい。吸収性物品がパンツ型おむつの場合、物品は
、２つの側部パネルを腰部領域２３０、２３２に１つずつ含んでもよく、前記側部パネル
は、長手方向軸線２３６の方に向いた側部パネルの長手方向縁に沿ってシャーシに連結さ
れている。第１の腰部領域２３０の側部パネルは、更に、長手方向軸線２３６の反対方向
に向いた側部パネルの長手方向縁に沿って、第２の腰部領域２３２のそれぞれの側部パネ
ルに連結されて、パンツを形成する。
【００３３】
　図１の切断線２－２に沿って図１の断面を取ると、おむつ２１０は、着用者に面した面
から順に、トップシート２１８、吸収性コア２１４の構成要素、及びバックシート２２０
を含み得る。おむつ２１０は更に、液体透過性のトップシート２１８と、吸収性コア２１
４の着用者に面した面との間に配される捕捉システム２５０を含み得る。捕捉システム２
５０は、吸収性コアと直接接触し得る。
【００３４】
　捕捉システム２５０は、単一層からなってもよく、又は着用者の皮膚に面する上部捕捉
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の実施形態によれば、捕捉システム２５０は尿の放出などの大量の液体を受容する機能を
有してもよい。別の言い方をすれば、捕捉システム２５０は、吸収性コア２１４が液体を
吸収できるようになるまでの間、液体の一時的な貯留部として機能し得る。
【００３５】
　所定の実施形態では、捕捉システム２５０は、化学的に架橋されたセルロース繊維及び
／又は不織布ウェブを含んでもよい。
【００３６】
　本発明の吸収性コアはＳＡＰ粒子を含んでもよく、該ＳＡＰ粒子の一部は再利用される
。ＳＡＰ粒子の再利用は、固化熱可塑性組成物から汚染超吸収性ポリマー粒子を分離する
工程を含む。汚染ＳＡＰ粒子は、二酸化炭素、プロパン、又はこれらの混合物を含む超臨
界流体を使用することによって、固化熱可塑性組成物から分離されることが好ましい。代
替的に、汚染ＳＡＰ粒子は、ソックスレー抽出を用いて固化熱可塑性組成物から分離され
てもよい。
【００３７】
　再利用ＳＡＰ粒子は、吸収性コアが含むＳＡＰ粒子の総量の１重量％を超え、より好ま
しくは５重量％を超えることが好ましい。再利用ＳＡＰ粒子は、吸収性コアが含むＳＡＰ
粒子の総量の７０重量％未満、好ましくは５０重量％未満、尚より好ましくは５０重量％
未満又は２０重量％未満であってもよい。最も好ましい実施形態では、再利用ＳＡＰ粒子
は、吸収性コアが含むＳＡＰ粒子の総量の１５重量％未満である。
【００３８】
　吸収性コア内のＳＡＰ粒子の残りの部分は、非再利用ＳＡＰ粒子である。好ましくは、
再利用超吸収性ポリマー粒子及び非再利用超吸収性ポリマー粒子は、それらを吸収性コア
内に組み込む前に互いに混合されている。
【００３９】
　再利用ＳＡＰ粒子を含む吸収性コアは、おむつ、トレーニングパンツ及び生理用ナプキ
ンから選択される吸収性物品に含まれることが好ましい。これらの吸収性物品は、例えば
捕捉システムなどの、物品の他の構成要素中のＳＡＰ粒子を更に含んでもよい。捕捉シス
テム中に含まれるＳＡＰ粒子は、部分的に再利用ＳＡＰ粒子であってもよい。
【００４０】
　本発明の所定の実施形態は、少なくとも一部が再利用ＳＡＰ粒子であるＳＡＰ粒子を含
む吸収性コアに言及する。これらの吸収性コアは、吸収性物品内に含まれていない。これ
らの吸収性コアは、例えば、吸収性物品内の使用済み吸収性コアを代替するために、別個
に販売されてもよい。
【００４１】
　超臨界流体
　気体は、十分高圧に圧縮された際、液体となる。他方、気体は、特定の温度を超えて加
熱された場合、圧縮によって液体状態に転移しない場合がある。この温度は臨界温度と称
され、対応する蒸気圧は臨界圧力と称される。これらの温度及び圧力の値は、所定の物質
に独特な臨界点を規定する。下記の図に示すように、物質の状態は、温度及び圧力の両方
が臨界点を超えた場合に超臨界状態と称される。二酸化炭素に関する臨界温度及び圧力の
値は、３１．１℃及び７３８０ｋＰａ（７３．８バール）である。プロパンに関しては、
臨界温度及び圧力の値は、３８．８℃及び４２５０ｋＰａ（４２．５バール）である。
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【００４２】
　この超臨界流体（ＳＣＦ）は、気体及び液体の両方の多数の特性を所有する。超臨界状
態では、温度及び圧力の比較的小さい変化により、溶媒容量の増大と溶媒特性の変化とが
達成され得る。ＳＣＦは、その有利な拡散性、粘度、表面張力、及び他の物理的特性によ
り、抽出用の溶媒として特に好適である。例えば、ＳＣ二酸化炭素は、エタノール、イソ
プロパノール又はｎ－ヘキサンなどの典型的な液体溶媒と比較して、遙かに高い拡散率と
、相当高い粘度とを有する。
【００４３】
　その低い粘度と低い表面張力とにより、ＳＣＦは固体物質に浸透することができ、該固
体物質から活性構成成分が抽出される。
【００４４】
　更に、ＣＯ２を用いたＳＣＦ抽出においては、抽出物中に溶媒残留物が存在しない。本
発明において、ＣＯ２純度は、少なくとも９９．９５％でなければならない。またそのほ
ぼ室温の臨界温度は、熱不安定な製品にとって理想的に好適なものとする。その非常に低
い蒸発の潜熱により、抽出物の分離には比較的低いエネルギー投入を必要とする。更に、
ＣＯ２の超臨界状態を得るのに必要なエネルギーは、多くの場合、従来の有機溶媒の蒸留
に関連したエネルギーよりも小さい。超臨界流体抽出プロセスに必要なＣＯ２は、発酵プ
ロセス又は肥料産業から副産物として得られるため、容易に入手することができる。した
がって、その抽出溶媒としての使用は、大気中に存在するＣＯ２の量をこれ以上増大させ
ない。ＳＣＦ溶媒としてのＣＯ２の使用において、追加的な「温室効果」は存在しない。
その上、ＣＯ２は、低コストで容易に入手することができる。
【００４５】
　再利用ＳＡＰ粒子を得る方法
　本発明の方法を実行するためのシステムは、少なくとも１つの抽出器、１つの沈殿器、
及び抽出器と沈殿器とを接続するチューブを含む。更に、システムは、該システム内の超
臨界流体の流速及び圧力を一定に維持するポンプなどの装置を含む必要がある。全部の構
成要素は、閉鎖システム内にて組み合わされる必要がある。ＳＣＦは、抽出器を通過し、
（抽出器の）少なくとも１つの出口を介して抽出器を去ってチューブ内に入り、（沈殿器
の）少なくとも１つの入口を介して沈殿器に移動する。沈殿器内での拡張後、拡張された
気体（以前のＳＣＦ）は、（沈殿器の）少なくとも１つの出口を介して沈殿器を去り、チ
ューブを通過して抽出器に戻る。気体は、（抽出器の）少なくとも１つの入口を介して再
び抽出器に進入する前に圧縮されて、その超臨界状態に転移する必要がある。弁は、異な
る構成要素（例えば、抽出器、沈殿器）を切り離すことができるよう機能し、それにより
抽出器及び／又は沈殿器が閉鎖システムから分離されて、完全なシステムを周囲条件に供
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することなく、これらの構成要素の開放を可能することができる。場合により、システム
は更に、（例えば、沈殿器を冷却し、及び／又は超臨界状態に転移する前にチューブ内で
気体を冷却するように）冷却器を含んでもよい。システムは、超臨界流体を所望の温度に
維持するように、加熱装置も含み得る。
【００４６】
　ＳＡＰ粒子を再利用するために、ＳＡＰ粒子を本明細書で抽出器と称される適切な容器
内に配置する。抽出器内に配置されたＳＡＰ粒子の少なくとも一部は、固化熱可塑性組成
物の重量に基づいて少なくとも３０重量％の熱可塑性ポリマーを含む固化熱可塑性組成物
に密接に接着している。殆どの実施形態において、ＳＡＰ粒子の大部分（即ち、５０％を
超える）は、固化熱可塑性組成物に密接に接着しているであろう。しかしながら、５０％
を超える、例えば、７０％を超える、又は８０％を超える、又は更には９５％を超えるＳ
ＡＰ粒子が、固化熱可塑性組成物に密接に接着していてもよい。密接に接着するためには
、ＳＡＰ粒子の比較的小さい表面部分が、該表面に密接に接着した固化熱可塑性組成物を
有する一方、その残りの表面が、固化熱可塑性組成物を有さなくて十分である。本発明で
は、そのようなＳＡＰ粒子は、固化熱可塑性組成物で汚染されていると既に考えられてい
るであろう。典型的には、ＳＡＰ粒子は、固化熱可塑性組成物の繊維状ネットワーク内に
固定されるであろう。
【００４７】
　名称が既に示しているように、ＳＡＰ粒子が配置される抽出器は、抽出用の器の役割を
果たす。抽出器は、例えば、オートクレーブであってもよい。抽出器は、適切な圧力及び
温度が蓄積できるように、周囲空気に対して密閉可能である必要がある。
【００４８】
　抽出器内に配置される材料は、固化熱可塑性組成物が接着されているＳＡＰ粒子のみで
あってもよい。しかしながら、驚くべきことに、本発明の方法は、本発明の方法に供され
る間、固化熱可塑性組成物が密接に接着しているＳＡＰ粒子が、吸収性物品の吸収性コア
内に含まれている場合でも、実行できることが見出された。吸収性コアは、汚染ＳＡＰ粒
子に加えて、不織布ウェブ、エアフェルト、及び／又は吸収性発泡体などの他の液体吸収
材料を含んでもよい。一実施形態において、吸収性コアは、汚染ＳＡＰ粒子及び１種以上
の不織布ウェブを含む。
【００４９】
　一実施形態において、本発明の方法に供される吸収性コアは、吸収性コアの総重量に基
づいて、少なくとも７５重量％のＳＡＰ粒子を含むであろう。別の実施形態では、吸収性
コアは、吸収性コアの総重量に基づいて、少なくとも８０重量％のＳＡＰ粒子を含むであ
ろう。尚別の実施形態では、吸収性コア、吸収性コアの総重量に基づいて、少なくとも９
０重量％のＳＡＰ粒子を含むであろう。
【００５０】
　更に、一実施形態において、本発明の方法に供される吸収性コアは、吸収性コアの総重
量に基づいて、８重量％未満の固化熱可塑性組成物を含むであろう。別の実施形態では、
吸収性コアは、吸収性コアの総重量に基づいて、６重量％未満の固化熱可塑性組成物を含
むであろう。尚別の実施形態では、吸収性コアは、吸収性コアの総重量に基づいて、５重
量％未満の固化熱可塑性組成物を含むであろう。
【００５１】
　代替的に、本発明の方法に供される材料は、汚染ＳＡＰ粒子を有する吸収性コアに加え
て、捕捉システムなどの、吸収性物品の他の構成要素も含む。
【００５２】
　その上、本発明の発明者らは、完全な吸収性物品、例えば完全なおむつを本発明の方法
に供することができることを見出した。このことは、本発明の方法に供する前に、吸収性
物品から吸収性コアを回収する必要性を排除する。かくして、尚更なる実施形態では、使
い捨ておむつ、トレーニングパンツ又は生理用ナプキンなどの完全な吸収性物品が本発明
の方法に供される。これらの吸収性物品は、固化熱可塑性組成物が接着しているＳＡＰ粒
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子を含む。ＳＡＰ粒子は、吸収性物品の内部に含まれ、即ち、固化熱可塑性組成物が接着
しているＳＡＰ粒子は、不織布ウェブ、フィルム及び／又はエアフェルトなどの他の材料
に包囲されている。完全な吸収性物品は、該物品の一部上（例えば、バックシート又はラ
ンディングゾーン上）に印刷物を提供するのに使用されているインクも含み得る。
【００５３】
　一実施形態において、本発明の方法に供される使い捨て吸収性物品は、使い捨て吸収性
物品の総重量に基づいて、少なくとも２５重量％のＳＡＰ粒子を含む。別の実施形態では
、使い捨て吸収性物品は、使い捨て吸収性物品の総重量に基づいて、少なくとも３０重量
％のＳＡＰ粒子を含む。
【００５４】
　更に、一実施形態において、本発明の方法に供される吸収性コアは、使い捨て吸収性物
品の総重量に基づいて、３重量％未満の固化熱可塑性組成物を含むであろう。別の実施形
態では、使い捨て吸収性物品は、使い捨て吸収性物品の総重量に基づいて、２．５重量％
未満の固化熱可塑性組成物を含むであろう。
【００５５】
　固化熱可塑性組成物が接着しているＳＡＰ粒子を抽出器内に配置した後、抽出器に少な
くとも１つの入口及び少なくとも１つの出口を接続し、抽出器を周囲空気から密閉する。
【００５６】
　超臨界二酸化炭素などの超臨界流体をシステム内に供給し、超臨界流体は、少なくとも
１つの入口管路を介して抽出器に進入する。超臨界流体は、抽出器を通過する間、抽出器
内に収容されている材料も通過する。
【００５７】
　超臨界流体は、その低い粘度及び高い拡散係数により、抽出器内に配置されている材料
に容易に浸透することができ、それ故、ＳＡＰ粒子が吸収性物品内に含まれている場合で
あっても、固化熱可塑性組成物が接着しているＳＡＰ粒子と密接に接触する。超臨界流体
は材料を通過して固化熱可塑性組成物を抽出し、それにより固化熱可塑性組成物がＳＡＰ
粒子から少しずつ除去される。
【００５８】
　超臨界流体は抽出された固化熱可塑性組成物と共に、少なくとも１つの出口を介して抽
出器を去り、チューブを通過して沈殿器内に入る。超臨界流体は沈殿器内で超臨界温度及
び圧力未満の状態に拡張することができ、例えば、超臨界二酸化炭素及び／又はプロパン
は再び気体状態に転移する。超臨界流体が拡張すると、気体二酸化炭素及び／又はプロパ
ンがもはや抽出媒体としての役割を果たすことができないため、抽出された固化熱可塑性
組成物は沈殿用の器内で沈殿する。
【００５９】
　しかしながら、固化熱可塑性組成物の化学的形態は、固化熱可塑性組成物がＳＡＰ粒子
に接着していた間に有していた化学的形態と同一ではない可能性が最も高いであろう。例
えば、固化熱可塑性組成物が純粋な化学的化合物ではなく、異なる構成成分の混合物であ
る場合、異なる構成成分は抽出によって少なくとも部分的に互いに分離される場合があり
、今、液体状態（例えば、存在する場合、油）である以前固化されていた熱可塑性組成物
の一部をもたらす可能性がある。
【００６０】
　抽出材料が沈殿器内で沈殿した後、二酸化炭素及び／プロパンは再生され、即ち、もは
や抽出材料が「負荷」されていない。二酸化炭素及び／又はプロパンは、少なくとも１つ
の出口を介して沈殿器を去り、それらを沈殿器に戻すパイプ内に進入する。気体が戻る途
中、気体は、その超臨界状態に達するまで、再び圧縮される。その後、超臨界流体は、固
化熱可塑性組成物が接着しているＳＡＰ粒子が配置されている抽出器に再び進入すること
ができる。
【００６１】
　説明したように、本発明の方法を、二酸化炭素及び／又はプロパンがＳＡＰ粒子を有す
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る抽出器を何度も通過して、多数のサイクルにて少なくとも部分的に再利用及び再使用さ
れ得る閉鎖システム内で実行できる。
【００６２】
　圧力及び温度
　より高い圧力は、容易に達成することがより困難であるため、比較的低い圧力がプロセ
ス工学及びコストの観点から望ましい。しかしながら、比較的高い圧力が本発明の方法の
効率を高める可能性があり、ＳＡＰ粒子を再可動化し、固化熱可塑性組成物から遊離させ
るために汚染ＳＡＰ粒子を超臨界流体に供する必要がある時間を短縮させ得ることが見出
された。高圧は、所定の容積当たりにより多数の超臨界流体の分子が存在することを意味
し、それ故、より速い抽出が可能となる。本発明の方法では、超臨界流体は、１００００
ｋＰａ（１００バール）～６００００ｋＰａ（６００バール）、又は１５０００ｋＰａ（
１５０バール）～４５０００ｋＰａ（４５０バール）、又は２００００ｋＰａ（２００バ
ール）～４００００ｋＰａ（４００バール）、又は２００００ｋＰａ（２００バール）～
３７５００ｋＰａ（３７５バール）の圧力下にあってもよい。
【００６３】
　二酸化炭素が圧力７３８０ｋＰａ（７３．８バール）及び温度３１．１℃のその超臨界
状態に達すると、超臨界流体の温度は少なくとも４０℃にならなければならない。４０℃
未満の温度は、システム内に超臨界温度を下回る３１．１℃の温度を有する範囲を少なく
とも一時的にもたらし得る。それ故、プロセスの安定性を確実にするために、温度は少な
くとも４０℃でなければならない。しかしながら、超臨界流体としてプロパン（又は優位
にプロパンからなる混合物）が使用される場合、二酸化炭素と比較して僅かに高いプロパ
ンの臨界温度により、少なくとも４５℃の温度を有することが所望され得る。一般に、超
臨界流体の温度は、４０℃～１００℃、好ましくは４０℃～７５℃、より好ましくは４０
℃～６０℃であることが望ましい。１００℃を上回る温度は、システムのランニングコス
トを増大させるのみでなく、例えば、ＳＡＰ粒子の黄変など、ＳＡＰ粒子に悪影響を与え
る場合がある。
【００６４】
　本発明の方法に供される汚染ＳＡＰ粒子が、過炭酸塩及びテトラアセチルエチレンジア
ミンを含む臭気制御粒子などの臭気制御化合物を含む場合、臭気制御化合物は、高温にて
悪化し得る。例えば、過炭酸塩は、分解して遊離過酸化水素を遊離させ得る。しかしなが
ら、本発明の場合、本発明に供された後に臭気制御化合物が分解し、不活性化されるか否
かは、ＳＡＰ粒子に悪影響を与えない限り重要ではない。
【００６５】
　臭気制御化合物の活性を維持することが望ましい場合、臭気制御化合物が不活性化され
る温度を決定してもよく、またそれに従って臭気制御化合物を含む汚染ＳＡＰ粒子が超臨
界流体に供される温度を選定して、不活性化を回避してもよい（４０℃未満の温度が必要
とされない限り－これらの実施形態では、臭気制御化合物の活性は維持することができな
い）。例えば、過炭酸塩は、分解と過酸化水素の遊離とを回避するために、６０℃を超え
る温度に供されてはならない。
【００６６】
　超臨界流体の量及び時間
　超臨界流体は、連続流として汚染ＳＡＰ粒子を収容する抽出器に提供される。この流れ
は、少なくとも１つの入口を介して抽出器に進入し、少なくとも１つの出口を介して抽出
器から去る。
【００６７】
　一般に、超臨界流体の量は、固化熱可塑性組成物をＳＡＰ粒子から分離するために抽出
される固化熱可塑性組成物の数倍の量であることが望ましい。
【００６８】
　実際に必要な量は、とりわけ、二酸化炭素及び／又はプロパンに加えて共溶媒が適用さ
れるか否かに依存する。共溶媒が使用される場合、より少量の超臨界流体で十分であり得
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る。純粋な二酸化炭素が使用される場合、抽出器を通って流れる超臨界流体の量は、固化
熱可塑性組成物の量の５０倍～５００倍（重量による）、より好ましくは７０倍～１５０
倍（重量による）が望ましい。
【００６９】
　純粋なプロパン又は二酸化炭素とプロパンと（のみ）の混合物が使用される（即ち、追
加の共溶媒が存在しない）場合、抽出器を通って流れる超臨界流体の量は、固化熱可塑性
組成物の量の４０倍～３００倍（重量による）、より好ましくは５０倍～１００倍（重量
による）が望ましい。二酸化炭素とプロパンとの混合物が使用される場合、混合物は、超
臨界流体の総重量に基づいて、６０重量％～９５重量％の二酸化炭素及び５重量％～４０
重量％のプロパン、より好ましくは７５重量％～９５重量％の二酸化炭素及び５重量％～
２５重量％のプロパンからなることが好ましい。
【００７０】
　共溶媒が使用される場合、抽出器を通って流れる超臨界流体の量は、固化熱可塑性組成
物の量の２０倍～１２０倍（重量による）、好ましくは２０倍～８０倍（重量による）、
より好ましくは２０倍～６０倍の量の使用で十分であり得る。
【００７１】
　ＳＡＰ粒子を固化熱可塑性組成物から分離するために汚染ＳＡＰ粒子が超臨界流体処理
に供される必要がある時間は、とりわけ、超臨界流体の圧力、流速、及び使用される超臨
界流体に依存するであろう。
【００７２】
　汚染ＳＡＰ粒子は、一般に、超臨界流体に１５分間～１８０分間、又は３０分間～９０
分間供されてもよい。
【００７３】
　本発明の方法は、バッチプロセス又は準連続プロセスにて実行されてもよい。本明細書
で使用される「バッチプロセス」は、固化熱可塑性組成物が接着されている所定量のＳＡ
Ｐ粒子を抽出器内に配置し、ＳＡＰ粒子が固化熱可塑性組成物から完全に分離されるまで
、超臨界流体で処理することを意味する。その後、ＳＡＰ粒子（及び存在する場合、使い
捨て吸収性物品の他の部分／完全な吸収性物品）を抽出器から取り出し、固化熱可塑性組
成物が接着されている新たな量のＳＡＰ粒子（即ち、新たなバッチ）を抽出器内に配置す
る。また、固化熱可塑性組成物の抽出がもたらした沈殿材料が大量すぎる場合、沈殿器を
空にする必要があり得る。しかしながら、本発明は、ＳＡＰ粒子を準連続プロセスにて処
理する方法も包含する。本明細書で使用される「準連続」は、システムが２つ以上の抽出
器を含むことを意味する。システムは、１つ以上の抽出器を－他の抽出器（１つ又は複数
）を有する－システムの残りに影響を与えずに開放できるように、１つ以上の抽出器をシ
ステムから係合解除できるように適切に設定される。
【００７４】
　本発明の方法にて使用される超臨界流体
　本発明において、超臨界流体は、二酸化炭素、プロパン、又はこれらの混合物を含むで
あろう。二酸化炭素及びプロパンは、両方とも非極性溶媒である。
【００７５】
　一般に、ＳＣＦを用いた化合物の抽出能力は、これらの化合物中の個々の官能基の存在
、それらの分子量及び極性に依存する。
【００７６】
　多数の非極性有機溶媒（二酸化炭素又はプロパンなど）は、極性物質を溶解することが
可能である。同様のモル質量を有する極性及び非極性分子を比較した場合、極性分子は、
極性分子間の双極子－双極子相互作用により、概してより高い沸点を有する。そのような
極性相互作用の最も通常の形態は、Ｈ－結合としても知られる水素結合である。
【００７７】
　本発明の方法に使用されるＳＣＦの溶解力を更に改善するために、二酸化炭素、プロパ
ン、又は二酸化炭素／プロパン混合物に加えて１種以上の共溶媒を使用することができる
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。それ故、本発明の一実施形態では、ＳＣＦは、二酸化炭素、プロパン、又は二酸化炭素
／プロパン混合物に加えて、１種以上の共溶媒を含む。また、本発明の一実施形態では、
ＳＣＦは、二酸化炭素と１種以上の共溶媒との混合物である。本発明の代替的な実施形態
では、ＳＣＦは二酸化炭素からなる。
【００７８】
　本発明の方法に使用され、抽出器に提供されるＳＣＦに含まれる共溶媒は、エタノール
、酢酸エチル、ブタン、酢酸ブチル、アセトン、亜酸化窒素、二酸化炭素、窒素、水、及
びこれらの混合物からなる群から選択されてもよい。抽出器に提供される、ＳＣＦが含む
共溶媒の量（又は２種以上の共溶媒が使用される場合、共溶媒の総量）は、超臨界流体の
総重量に基づいて０．１重量％～４０重量％、好ましくは０．５重量％～３０重量％、よ
り好ましくは１重量％～２０重量％であってもよい。全部の超臨界流体は、互いに完全に
混和性であるため、混合物の臨界点を超える場合、混合物の単一相が保証され得る。
【００７９】
　本発明の方法は、完全な吸収性コアを使用して実行可能であるのみではく、吸収性コア
を含む完全な吸収性物品を使用してさえも実行可能であることが見出されている。驚くべ
きことに、本方法は、むしろ完全な吸収性コア又は完全な若しくは少なくとも部分的に組
み立てられた吸収性物品を使用した場合、より良好に機能し得ることが見出されている。
【００８０】
　理論に束縛されるものではないが、この改善の理由の一つは、吸収性コア又は吸収性物
品が含む所定の化合物が、共溶媒として作用することであると考えられる。例えば、吸収
性物品は、典型的には、物品のウェブ及び材料を互いに結合するのに使用される接着剤を
含んでいる。その上、多数の吸収性物品は弾性部材を有し、前記弾性部材は、共溶媒とし
て有用な物質を含み得る。吸収性物品に用途を見出す他の化合物は、界面活性剤（例えば
、トップシートを親水性にする）である。それらの界面活性剤も、本発明の方法において
共溶媒として働き得る。本発明において、超臨界流体に使用される共溶媒を指す場合、こ
れらの「固有の共溶媒」は考慮されないことを理解するべきである（特に、好ましい化合
物及び共溶媒の量を決定する際）。代わりに、共溶媒を指す際、連続的に及び制御様式で
超臨界流体中に混合される化合物にのみを指す。
【００８１】
　ＳＣＦは、汚染ＳＡＰ粒子のみを通して浸透するのではなく、全体的な吸収性物品を通
して浸透する。それ故、固化熱可塑性組成物が抽出されるのみでなく、物品の他の範囲に
使用されている接着剤、界面活性剤、インク及びおそらくは弾性要素中の弾性化剤などの
他の化合物が抽出の影響を受ける。このことは、吸収性物品が－少なくともある程度－例
えば、トップシート、バックシート、テープなどの、以前に吸収性物品内に組み込まれて
いる吸収性物品の個々の要素に分解及び解体される事実により、容易に示されることがで
きる。
【００８２】
　かくして、他の化合物が抽出されるにつれてそれらが解放され、ＳＣＦの流れ中に含ま
れ、ＳＣＦと共に抽出器を通過することにより汚染ＳＡＰ粒子と接触する。超臨界ＣＯ２
及びプロパンとは対照的に、これらの化合物の多数は極性物質であり、前記極性物質は、
特に固化熱可塑性組成物が幾分極性の物質（即ち、固化熱可塑性組成物のポリマーに追加
される物質）を含む場合、固化熱可塑性組成物の抽出を支持し得る。しかしながら、吸収
性コア又は吸収性物品から抽出される幾分非極性の化合物も、勿論、共溶媒の可能性を有
する。
【００８３】
　上記に提示した方法の代替として、再利用ＳＡＰ粒子は、当技術分野にて周知のソック
スレー抽出により汚染ＳＡＰ粒子から得ることができる。ソックスレー抽出のための好適
な溶媒は、ヘキサン、クロロホルム、アセトン又は酢酸エチルである。
【００８４】
　固化熱可塑性組成物
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　ＳＡＰ粒子に接着される本発明の固化熱可塑性組成物は、接着剤、好ましくはホットメ
ルト接着剤であってもよい。接着剤は最初に適用されてＳＡＰ粒子を固定していてもよい
。そのようなＳＡＰ粒子の固定は、概して、使い捨て吸収性物品の吸収性コアがエアフェ
ルトを殆ど含まず（例えば、収性材料の総重量の１０％未満）、又は吸収性コアがエアフ
ェルトを全く含まない実施形態にて必要であり得る。典型的には、ＳＡＰ粒子が不織布キ
ャリアウェブ上に配置され、該ウェブ上で固定されて製造、保管及び使用中、定位置に留
まることを確実にする。
【００８５】
　固化熱可塑性組成物は、ＳＡＰ粒子上へ適用されている間、固化状態になくてもよく、
固化熱可塑性組成物が半流体又は流体である温度まで加熱されてＳＡＰ粒子上への適用を
容易にしてもよいことを理解する必要がある。それ故、本発明の固化熱可塑性組成物は、
室温で固化する組成物を指す。一般に、本発明における固化熱可塑性組成物はまた、吸収
性物品の使用中の温度又は該温度より僅かに高い温度、即ち約４０℃までの温度で固体で
なければならない（吸収性物品の一部は、より低い使用中の温度を有するとしても）。固
化熱可塑性組成物はＳＡＰ粒子を容易に固定し、それらを定位置に保持する。
【００８６】
　固化熱可塑性組成物は、少なくとも部分的に、固化熱可塑性組成物が半流体又は流体状
態（加熱後）に転移されている間、繊維状形態でＳＡＰ粒子に適用されて（例えば噴霧に
より）、ＳＡＰ粒子の周囲に一種の繊維状の接着剤網状組織を形成してもよい。固化熱可
塑性組成物が繊維状形態で適用される場合、繊維は、典型的には約１～約５０マイクロメ
ートル又は約１～約３５マイクロメートルの平均厚さと、約５ｍｍ～約５０ｍｍ又は約５
ｍｍ～約３０ｍｍの平均長さとを有するであろう。
【００８７】
　固化熱可塑性組成物は、単一の熱可塑性ポリマー又は熱可塑性ポリマー類のブレンドを
含んでもよい。熱可塑性ポリマー（類）は、ＡＳＴＭ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｄ－３６－９５「
Ｒｉｎｇ　ａｎｄ　Ｂａｌｌ」により測定して、５０℃～３００℃の範囲内の軟化点を有
してもよい、熱可塑性ポリマー（類）は、１０，０００を超える分子量（重量平均Ｍｗ、
単位ダルトン）と、室温（２５℃）未満又は－６℃＞Ｔｇ＜１６℃のガラス転移温度（Ｔ
ｇ）とを有することが好ましい。固化熱可塑性組成物中の熱可塑性ポリマー（類）の典型
的な濃度は、重量により３０重量％～約５０重量％、好ましくは重量により３０重量％～
約４０重量％の範囲内である。固化熱可塑性組成物の熱可塑性ポリマー類は、（固化熱可
塑性組成物の５重量％を超える量で）水不混和性であることが好ましい。
【００８８】
　代表的な熱可塑性ポリマー類は、Ａ－Ｂ－Ａ三元ブロック構造、Ａ－Ｂ二元ブロック構
造、及び（Ａ－Ｂ）ｎ放射状ブロックコポリマー構造を含むスチレンブロックコポリマー
類などのブロックコポリマー類であり、Ａブロックは、典型的にはポリスチレンを含む非
エラストマーポリマーブロックであり、またＢブロックは、不飽和共役ジエン又はその（
部分的に）水素添加したものである。Ｂブロックは一般的に、イソプレン、ブタジエン、
エチレン／ブチレン（水素添加ブタジエン）、エチレン／プロピレン（水素添加イソプレ
ン）、及びこれらの混合物である。固化熱可塑性組成物中のポリマーは、スチレン－イソ
プレン－スチレン（ＳＩＳ）ブロックコポリマー、スチレン－ブタジエン－スチレン（Ｓ
ＢＳ）ブロックコポリマー又はこれらの混合物であることが好ましい。スチレン－ブロッ
ク－コポリマーは度々、吸収性物品に用途を見出す接着剤中に使用される。固化熱可塑性
組成物が２種以上のポリマーを含む本発明の実施形態では、固体組成物は、固化熱可塑性
組成物の総重量に基づいて、少なくとも３０重量％の、スチレンイソプレンブロックコポ
リマーなどのスチレン－ブロック－コポリマーを含むことが好ましい。
【００８９】
　使用することが可能な他の好適な熱可塑性ポリマーとして、シングルサイト触媒又はメ
タロセン触媒を使用して調製されるエチレンポリマーであるメタロセンポリオレフィンが
ある。その場合、少なくとも１種類のコモノマーをエチレンと重合して、コポリマー、タ
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ーポリマー、又はより高次のポリマーを調製することができる。Ｃ２～Ｃ８のαオレフィ
ンのホモポリマー、コポリマー、又はターポリマーである、非晶質ポリオレフィン又は非
晶質ポリαオレフィン（ＡＰＡＯ）も同様に適用可能である。少なくとも３０重量％の熱
可塑性ポリマーに加えて、固化熱可塑性組成物は更に、粘着性付与樹脂及び／又は油類を
含んでもよい。更に、固化熱可塑性組成物は、抗酸化剤、充填剤（例えば、砂及び／又は
シリケート類）及び／又は界面活性剤などの比較的少量の添加剤を含んでもよい。
【００９０】
　固化熱可塑性組成物中に存在する場合、粘着性付与樹脂の量は、固化熱可塑性組成物の
重量に基づいて、典型的には１重量％～６０重量％、好ましくは５重量％～４０重量％よ
り好ましくは５重量％～３０重量％であろう。固化熱可塑性組成物中に存在する場合、油
の量は、固化熱可塑性組成物の重量に基づいて、１重量％～４０重量％、好ましくは５重
量％～３０重量％、又は５重量％～２０重量％であろう。本発明の固化熱可塑性組成物は
、２種以上の油（即ち、異なる油類）及び／又は２種以上の粘着性付与樹脂（即ち、異な
る粘着性付与樹脂類）を含んでもよい。固化熱可塑性組成物中に使用される場合、添加剤
の全量は、固化熱可塑性組成物の重量に基づいて、１５重量％以下、好ましくは１０重量
％以下、より好ましくは８重量％以下であってもよい。
【００９１】
　本発明のための樹脂は、多数の植物、特に針葉樹の炭化水素分泌物、例えば、ロジンエ
ステル（度々、粘着性付与剤として使用される）である。本明細書にて樹脂という用語は
、類似した特性を有する合成樹脂にも使用される。合成樹脂は、天然樹脂と類似した特性
を有する材料、即ち硬化可能な粘性液体である。合成樹脂は、典型的には、有機化合物の
エステル化又はソーピングにより製造される。伝統的な種類としては、エポキシ樹脂があ
る。固化熱可塑性組成物の粘着性付与樹脂は、典型的には５，０００未満の重量平均Ｍｗ
（単位ダルトン）を有する。Ｔｇは、通常、室温を超えるであろう。本発明において「油
」は、室温で液体であり、かつ疎水性であるが有機溶媒に可溶な任意の物質である。油類
は、高い炭素及び水素の含有率を有し、非極性物質である。本発明の固化熱可塑性組成物
に有用な油類は、鉱油類である。一実施形態において、油はペトロラタム油、例えば，パ
ラフィン系油、ナフテン油又はこれらの混合物である。油は、１，０００未満の低い重量
平均Ｍｗ（単位ダルトン）を有し得る。Ｔｇは、室温（２５℃）未満であることが好まし
いであろう。
【００９２】
　本発明の固化熱可塑性組成物の例は、以下のホットメルト接着剤である。Ｂｏｓｔｉｋ
　Ｆｉｎｄｌｅｙ　Ｈ２４０１、弾性接着剤；Ｈ．Ｂ．Ｆｕｌｌｅｒ製のＬｕｎａｔａｃ
ｋ　Ｄ　３１５５　Ｂ　Ｚｅｒｏｐａｃｋ及びＤ　３１６６　Ｚｅｒｏｐａｃｋ；Ｈ．Ｂ
．Ｆｕｌｌｅｒ製のＨＬ　１３５８；Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｒｃｈにより販売されて
いるＤｉｓｐｏｍｅｌｔ（ＤＭ５２６及びＤＭ５１９　Ａ）。
【００９３】
　本発明の固化熱可塑性組成物により固定されているＳＡＰ粒子を有する吸収性コアを含
む吸収性物品の一例は、２０１１年２月にＰｒｏｃｔｅｒ　ａｎｄ　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙにより販売されたＰａｍｐｅｒｓ「Ｃｒｕｉｓｅｒｓ」おむつである。これら
のおむつは、いずれの再利用ＳＡＰ粒子も含まない。
【００９４】
　超吸収性ポリマー粒子
　ＳＡＰ粒子は、多数の形状を有してもよい。「粒子」という用語は、顆粒、繊維、フレ
ーク、球体、粉末、小板、並びにＳＡＰ粒子の当業者に既知のその他の形状及び形態のこ
とを指す。例えば、粒子は、約１０μｍ～約１０００μｍ、好ましくは約１００μｍ～約
１０００μｍ、更により好ましくは約１５０μｍ～約８５０μｍ、最も好ましくは約１５
０μｍ～約５００μｍの粒径を有する顆粒又はビーズの形態であってもよい。別の実施形
態において、ＳＡＰ粒子は、繊維の形状、即ち細長い針状のＳＡＰ粒子であってもよい。
こうした実施形態において、ＳＡＰ繊維は、約１ｍｍ未満、普通は約５００μｍ未満、好
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ましくは２５０μｍ未満から５０μｍまでの小さい寸法（即ち、繊維の直径）を有する。
繊維の長さは、好ましくは約３ｍｍ～約１００ｍｍである。繊維はまた、織ることのでき
る長いフィラメントの形態であることができる。
【００９５】
　本発明の好ましいＳＡＰ粒子は、球状粒子である。本発明によれば、繊維とは対照的に
、「球状粒子」は、微粒子の最長粒径対最短粒径の比が１～５の範囲内である、最長及び
最短の寸法を有し、値１は完全な球形粒子と等しく、値５は、そのような球形粒子から幾
分か逸脱し得る。
【００９６】
　本発明で有用なＳＡＰ粒子としては、大量の流体を吸収できる非水溶性であるが水膨潤
性の多様なポリマーが挙げられる。そのようなポリマー材料は、概して当技術分野で既知
であり、使い捨て吸収性物品技術の関連で使用され又は有用であると考えられる、それら
の周知の全ポリマーを含む。
【００９７】
　ＳＡＰ粒子の作製に使用される好ましいポリマー材料は、部分的に中和されたポリアク
リル酸の、僅かに網状架橋したポリマー類及びそれらの澱粉誘導体である。澱粉ベースの
ＳＡＰ粒子も本発明に包含される。ＳＡＰ粒子は、２５重量％～９５重量％、より好まし
くは５０重量％～８０重量％の中和された、僅かに網状架橋したポリアクリル酸を含むこ
とが好ましい。網状架橋はポリマーを実質的に非水溶性にして、ヒドロゲル形成吸収性ポ
リマーの吸収能力と、抽出可能ポリマー含有物の特性とを部分的に決定する。
【００９８】
　本発明において、ＳＡＰは１種類（即ち、均質）が好ましいが、ポリマーの混合物を使
用してもよい。ＳＡＰ粒子は、低いレベルの、例えば，粉末シリカ、界面活性剤、接着剤
、バインダーなどの１種以上の添加剤との混合物も含み得る。更に、ＳＡＰ粒子は、粒径
に勾配を含んでもよく、又は所定の粒径範囲を含んでもよい。
【００９９】
　本発明の吸収性物品中に使用されるＳＡＰ粒子は、再利用ＳＡＰ粒子と非再利用ＳＡＰ
粒子との混合物であることが好ましい。
【０１００】
　以前知られたＳＡＰ粒子の多数は、ゲルブロッキングを有した。「ゲルブロッキング」
は、ＳＡＰの粒子が濡れて、吸収性構造の他のゾーン又は領域への流体の移送を抑制する
ように粒子が膨潤するときに起こる。したがって、吸収性コアのこれらの他の領域の濡れ
は、非常に遅い拡散プロセスを経て起こる。実際的には、これは吸収性構造体による流体
の獲得が、特に噴出の状況で、流体が排泄される速度よりはるかに遅いことを意味する。
吸収性物品からの漏れは、吸収性コア内のＳＡＰ粒子の完全な飽和に更に近いか、又は流
体が「ブロッキング」粒子を超えて残りの吸収性部材内に拡散又は吸い上げられる前に起
こりうる。
【０１０１】
　ゲルブロッキングを減少させるために一般的に適用される一方法は、粒子をより硬くす
ることであり、それによってＳＡＰ粒子がその元の形状を保持できるため、粒子間の空隙
が作り出されるか又は維持される。剛性を高める周知の方法は、ＳＡＰ粒子の表面上に露
出しているカルボキシル基を共有結合的に架橋することである。この方法は一般に表面架
橋と呼ばれている。
【０１０２】
　ＳＡＰ粒子は、８０を超える、好ましくは１００を超えるＵＰＭ（尿透過性測定）値と
して表される、平衡における透過性を有してもよい。ＵＰＭ値は、３００　ＵＰＭ単位未
満、好ましくは１５０　ＵＰＭ単位未満、より好ましくは１２０　ＵＰＭ単位未満であっ
てもよく、１　ＵＰＭ単位は、１×１０－７（ｃｍ３．ｓ）／ｇである。
【０１０３】
　ＵＰＭ値は、下記に提示する試験方法に従って測定される。この方法は、先行技術によ
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るＳＦＣ試験方法と密接に関連している。ＵＰＭ試験方法は、典型的には、超吸収性ポリ
マー粒子の予備膨潤層の流動抵抗を測定し、即ち、流動抵抗は平衡にて測定される。した
がって、高いＵＰＭ値を有するそれらのＳＡＰ粒子は、吸収性物品の有意な容積が、液体
排出物によって既に濡れている場合、高い透過性を有する。これらの実施形態は、最初の
噴出のみでなく、続く噴出においても良好な吸収特性を有する。
【０１０４】
　いくつかの実施形態では、ＳＡＰ粒子は、０．１ｇ／ｇ／ｓを超える、又は０．１～２
ｇ／ｇ／ｓ、好ましくは０．３～１ｇ／ｇ／ｓ、より好ましくは０．３～０．６ｇ／ｇ／
ｓ、更により好ましくは０．４～０．６ｇ／ｇ／ｓのＦＳＲ（自由膨潤速度）を有しても
よい。
【０１０５】
　ＳＡＰ粒子の自由膨潤速度は、以下に提示するＦＳＲ試験方法に従って測定される。高
い自由膨潤速度値を有するＳＡＰ粒子は、液体を比較的急速に吸収できるであろう。自由
膨潤速度を測定するために、ゲルベッドに外部圧力は印加されない。
【０１０６】
　ＳＡＰ粒子は、ＥＤＡＮＡ法ＷＳＰ　２４１．２－０５に従って測定して、２０ｇ／ｇ
を超える、好ましくは２４ｇ／ｇを超える、又は２０～５０ｇ／ｇ、好ましくは２０～４
０ｇ／ｇ、より好ましくは２４～３０ｇ／ｇのＣＲＣ（遠心分離保持容量）値を有しても
よい。ＣＲＣは、過剰の液体中で自由膨潤するＳＡＰ粒子によって吸収される液体を測定
する。液体吸収に必要な全体的な能力を促進するのにより少量のＳＡＰ粒子が必要である
ため、高いＣＲＣ値を有するＳＡＰ粒子が好ましい。
【０１０７】
　本発明において、再利用ＳＡＰ粒子のＵＰＭ値は、汚染ＳＡＰ粒子の再利用プロセス中
、４０％以下に、好ましくは３５％以下に、尚より好ましくは３０％以下に低下しないこ
とが好ましい。再利用ＳＡＰ粒子は、非再利用ＳＡＰ粒子のＵＰＭ値と比較して、６０％
～９５％のＵＰＭ値を有することが好ましい。
【０１０８】
　再利用及び非再利用ＳＡＰ粒子を含む本発明の吸収性物品では、再利用ＳＡＰ粒子は少
なくとも５０（１０－７（ｃｍ３．ｓ）／ｇ）、好ましくは少なくとも６０（１０－７（
ｃｍ３．ｓ）／ｇ）のＵＰＭ値を有してもよく、非再利用ＳＡＰ粒子は、少なくとも８０
（１０－７（ｃｍ３．ｓ）／ｇ）、好ましくは少なくとも１００（１０－７（ｃｍ３．ｓ
）／ｇ）のＵＰＭ値を有してもよい。
【０１０９】
　ＵＰＭ及びＦＳＲを決定するための試験方法
　以下の試験方法は、非再利用ＳＡＰ粒子及び再利用ＳＡＰ粒子に使用することができる
。
【０１１０】
　尿透過性測定（ＵＰＭ）試験方法
　尿透過性測定システム
　この方法は、膨潤ＳＡＰ粒子から形成されている膨潤ヒドロゲル層１３１８の透過性を
測定した。この方法のために使用される備品が以下に記載される。この方法は、先行技術
によるＳＦＣ（塩水流伝導度）試験方法と密接に関連している。
【０１１１】
　図２は、一定静水頭部リザーバ１０１４、空気取込み用の開口管１０１０、補充用のス
トッパ付き通気孔１０１２、実験用ジャッキ１０１６、配送管１０１８、ストップコック
１０２０、リングスタンド支持体１０２２、受取容器１０２４、天秤１０２６及びピスト
ン／シリンダーアセンブリ１０２８を備えた、透過性測定システム１０００の構成を示す
。
【０１１２】
　図３は、金属おもり１１１２、ピストンシャフト１１１４、ピストンヘッド１１１８、
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蓋１１１６及びシリンダー１１２０を含む、ピストン／シリンダーアセンブリ１０２８を
示す。シリンダー１１２０は、透明なポリカーボネート（例えば、Ｌｅｘａｎ（登録商標
））から形成され、かつ滑らかなシリンダー内壁１１５０を備えた６．００ｃｍの内径ｐ
（面積＝２８．２７ｃｍ２）を有する。シリンダー１１２０の底部１１４８は、米国規格
の４００メッシュのステンレス鋼スクリーンクロス（図示せず）に面しており、これはシ
リンダー１１２０の底部１１４８に取り付ける前に２軸方向に伸張されて張り詰められた
ものである。ピストンシャフト１１１４は、透明なポリカーボネート（例えば、Ｌｅｘａ
ｎ（登録商標））から形成され、およそ１２７ｍｍの全長ｑを有する。ピストンシャフト
１１１４の中央部１１２６は、２１．１５ｍｍの直径ｒを有する。ピストンシャフト１１
１４の上部１１２８は、１５．８ｍｍの直径を有し、肩部１１２４を形成している。ピス
トンシャフト１１１４の下部１１４６は、およそ１．５９ｃｍ（５／８インチ）の直径ｔ
を有し、ピストンヘッド１１１８の中心孔１２１８（図４を参照）内にしっかりとねじ込
むためにねじ付きである。ピストンヘッド１１１８は穿孔され、透明なポリカーボネート
（例えば、Ｌｅｘａｎ（登録商標））から形成され、これもまた、伸張された米国規格の
４００メッシュのステンレス鋼スクリーンクロス（図示せず）で覆い隠されている。おも
り１１１２は、ステンレス鋼であり、中心穴１１３０を有し、ピストンシャフト１１１４
の上部１１２８上へと滑動し、肩部１１２４上で停止する。ピストンヘッド１１１８、ピ
ストンシャフト１１１４、及びおもり１１１２の組み合わせた重量は、５９６ｇ（±６ｇ
）であり、これは、シリンダー１１２０の面積にわたる２．０７ｋＰａ（０．３０ｐｓｉ
）に対応する。合計重量は、ピストンシャフト１１１４の中心軸１１３２に止まり穴を掘
って材料を除去する、及び／又は空洞を提供しておもりを加えることによって調節され得
る。シリンダー蓋１１１６は、ピストンシャフト１１１４を垂直に位置合わせするために
、その中心に第１の蓋開口部１１３４を、及び一定静水頭部リザーバ１０１４からシリン
ダー１１２０内に流体を導入するために、縁部１１３８付近に第２の蓋開口部１１３６を
有する。
【０１１３】
　第１の線状指標マーク（図示せず）は、おもり１１１２の上部表面１１５２に沿って半
径方向にスクライビングされ、第１の線状指標マークは、ピストンシャフト１１１４の中
心軸１１３２に対して横断方向である。対応する第２の線状指標マーク（図示せず）は、
ピストンシャフト１１１４の頂面１１６０に沿って半径方向にスクライビングされ、第２
の線状指標マークは、ピストンシャフト１１１４の中心軸１１３２に対して横断方向であ
る。対応する第３の線状指標マーク（図示せず）は、ピストンシャフト１１１４の中央部
１１２６に沿ってスクライビングされ、第３の線状指標マークは、ピストンシャフト１１
１４の中心軸１１３２と平行である。対応する第４の線状指標マーク（図示せず）は、シ
リンダー蓋１１１６の上部表面１１４０に沿って半径方向にスクライビングされ、第４の
線状指標マークは、ピストンシャフト１１１４の中心軸１１３２に対して横断方向である
。更に、対応する第５の線状指標マーク（図示せず）は、シリンダー蓋１１１６のリップ
１１５４に沿ってスクライビングされ、第５の線状指標マークは、ピストンシャフト１１
１４の中心軸１１３２と平行である。対応する第６の線状指標マーク（図示せず）は、外
側シリンダー壁１１４２に沿ってスクライビングされ、第６の線状指標マークは、ピスト
ンシャフト１１１４の中心軸１１３２と平行である。第１、第２、第３、第４、第５及び
第６の線状指標マークの位置合わせは、おもり１１１２、ピストンシャフト１１１４、シ
リンダー蓋１１１６及びシリンダー１１２０を、各測定において、互いに関して同じ向き
で再配置することを可能にする。
【０１１４】
　シリンダー１１２０の仕様の詳細は以下のとおりである：
　シリンダー１１２０の外径ｕ：７０．３５ｍｍ
　シリンダー１１２０の内径ｐ：６０．０ｍｍ
　シリンダー１１２０の高さｖ：６０．５ｍｍ
　シリンダー蓋１１１６の仕様の詳細は以下のとおりである：
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　シリンダー蓋１１１６の外径ｗ：７６．０５ｍｍ
　シリンダー蓋１１１６の内径ｘ：７０．５ｍｍ
　リップ１１５４を含むシリンダー蓋１１１６の厚さｙ：１２．７ｍｍ
　リップ１１５４を除いたシリンダー蓋１１１６の厚さｚ６．３５ｍｍ
　第１の蓋開口部１１３４の直径ａ：２２．２５ｍｍ
　第２の蓋開口部１１３６の直径ｂ：１２．７ｍｍ
　第１の蓋開口部１１３４の中心と第２蓋開口部１１３６の中心との間の距離：２３．５
ｍｍ
　おもり１１１２の仕様の詳細は以下のとおりである：
　外径ｃ：５０．０ｍｍ
　中心穴１１３０の直径ｄ：１６．０ｍｍ
　高さｅ：３９．０ｍｍ
　ピストンヘッド１１１８の仕様の詳細は以下のとおりである
　直径ｆ：５９．７ｍｍ
　高さｇ：１６．５ｍｍ
【０１１５】
　９．６５ｍｍの直径ｈを有する外側孔１２１４（合計１４）、外側孔１２１４は等間隔
であり、中心は、中心孔１２１８の中心から４７．８ｍｍである。
【０１１６】
　９．６５ｍｍの直径ｉを有する内側孔１２１６（合計７）、内側孔１２１６は等間隔で
あり、中心は、中心孔１２１８の中心から２６．７ｍｍである。
【０１１７】
　中心孔１２１８は、１．５９ｃｍ（５／８インチ）の直径ｊを有し、ピストンシャフト
１１１４の下部１１４６を受容するためにねじ付きである。
【０１１８】
　使用する前に、ピストンヘッド１１１８及びシリンダー１１２０のステンレス鋼スクリ
ーン（図示せず）は、目詰まり、孔、又は伸び過ぎについて検査し、必要に応じて取り替
えるべきである。損傷したスクリーンを有する尿透過性測定装置は、誤ったＵＰＭ結果を
与える場合があり、スクリーンを交換するまで使用してはならない。
【０１１９】
　５．００ｃｍのマーク１１５６が、シリンダー１１２０上において、シリンダー１１２
０の底部１１４８に取り付けられたスクリーン（図示せず）の上方５．００ｃｍ（±０．
０５ｃｍ）の高さｋでスクライビングされる。これは、分析の間維持されるべき流体の液
面の印となる。正確かつ一定した流体の液面（静水圧）の維持は、測定精度のために重要
である。
【０１２０】
　一定静水頭部リザーバ１０１４は、シリンダー１１２０に食塩水１０３２を供給し、食
塩水１０３２の液面を、シリンダー１１２０の底部１１４８に取り付けられたスクリーン
（図示せず）の上方５．００ｃｍの高さｋに維持するために使用される。吸気管１０１０
の底部１０３４は、測定中に必要とされる５．００ｃｍの高さｋに、シリンダー１１２０
内の食塩水１０３２の液面を維持するように位置付けられ、即ち、空気管１０１０の底部
１０３４は、受取容器１０２４の上方で、リングスタンド１０４０上の支持スクリーン（
図示せず）上に設置されたときのシリンダー１１２０の５．００ｃｍマーク１１５６とお
よそ同じ平面１０３８にある。吸気管１０１０と、シリンダー１１２０上の５．００ｃｍ
マーク１１５６の適正な高さの位置合わせは、分析にとって重要である。好適なリザーバ
１０１４は、流体供給のための水平に向けられたＬ型配送管１０１８、一定静水頭部リザ
ーバ１０１４内に固定高さにて空気が入るように垂直に向けられた末端開口チューブ１０
１０、及び一定静水頭部リザーバ１０１４に再充填するためのストッパ付き通気孔１０１
２を含むジャー１０３０から構成される。チューブ１０１０は、１２．５ｍｍ±０．５ｍ
ｍの内径を有する。一定静水頭部リザーバ１０１４の底部１０４２の付近に位置付けられ
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る配送管１０１８は、食塩水１０３２の供給を開始／停止するための、ストップコック１
０２０を含む。配送管１０１８の出口１０４４は、シリンダー蓋１１１６の第２の蓋開口
部１１３６を通じて挿入されるような寸法であり、その端部は、シリンダー１１２０内の
食塩水１０３２の表面より下方に位置付けられる（シリンダー１１２０内で、食塩水１０
３２の５．００ｃｍ高さが得られた後）。吸気管１０１０は、ｏ－リングカラー（図示せ
ず）と共に適所に保持される。一定静水頭部リザーバ１０１４は、その高さをシリンダー
１１２０の高さに対して調節するために、実験用ジャッキ１０１６上に位置付けることが
できる。一定静水頭部リザーバ１０１４の構成要素は、シリンダー１１２０を必要な高さ
（即ち、静水頭部）まで急速に充填し、この高さを測定の持続時間にわたって維持するよ
うな大きさである。一定静水頭部リザーバ１０１４は、少なくとも３ｇ／秒の流速で、少
なくとも１０分間、食塩水１０３２を供給することが可能でなくてはならない。
【０１２１】
　ピストン／シリンダーアセンブリ１０２８は、リングスタンド１０４０又は好適な別の
剛性スタンド上に支持された１６メッシュの剛性ステンレス鋼支持スクリーン（図示せず
）（又は同等のもの）上に位置付けられている。この支持スクリーン（図示せず）は、食
塩水１０３２の流れを阻害しないように十分に透過性があり、ステンレス鋼メッシュクロ
ス（図示せず）を支持し、伸張を防ぐために十分な剛性がある。支持スクリーン（図示せ
ず）は、試験中にピストン／シリンダーアセンブリ１０２８を傾けることを避けるために
、平坦かつ水平であるべきである。支持スクリーン（図示せず）を通過する食塩水１０３
２は、支持スクリーン（図示せず）の下方に位置付けられている（が、支持スクリーンを
支持しない）受取容器１０２４内に収集される。受取容器１０２４は、少なくとも０．０
１ｇの精度の天秤１０２６上に位置付けられる。天秤１０２６のデジタル出力は、コンピ
ュータ化されたデータ取得システム（図示せず）に接続される。
【０１２２】
　試薬の調製（例示されない）
　ジェイコ合成尿（Ｊａｙｃｏ　Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ　Ｕｒｉｎｅ）（ＪＳＵ）１３１２
（図５参照）は膨潤面（以下のＵＰＭ手順参照）に使用され、０．１１８Ｍ塩化ナトリウ
ム（Ｎａｃｌ）溶液は流れ面（以下のＵＰ手順参照）に使用される。以下の調製は、標準
的な１リットル容積に言及する。１リットル以外の容積の調製では、全ての量が適宜に測
られる。
【０１２３】
　ＪＳＵ：蒸留水を１Ｌのメスフラスコにその容積の８０％まで充填し、フラスコ内に電
磁攪拌棒を配置する。別個に計量紙、又はビーカーを使用して、以下の量の乾燥成分を、
化学天秤を使用して±０．０１ｇまで計量し、以下に挙げるものと同じ順序で、体積測定
フラスコに、定量的に加える。溶液は、好適な攪拌プレート上で、全ての固体が融解する
まで攪拌され、攪拌棒が取り除かれ、溶液が蒸留水で１Ｌ体積まで希釈される。攪拌棒が
再び挿入され、溶液が攪拌プレート上で、更に数分間攪拌される。
【０１２４】
　１リットルのジェイコ合成尿を作製するための塩の量
　塩化カリウム（ＫＣｌ）２．００ｇ
　硫酸ナトリウム（Ｎａ２ＳＯ４）２．００ｇ
　リン酸二水素アンモニウム（ＮＨ４Ｈ２ＰＯ４）０．８５ｇ
　二塩基性リン酸アンモニウム（（ＮＨ４）２ＨＰＯ４）０．１５ｇ
　塩化カルシウム（ＣａＣｌ２）０．１９ｇ－［又は塩化カルシウム水和物（ＣａＣｌ２
・２Ｈ２Ｏ）０．２５ｇ］
　塩化マグネシウム（ＭｇＣｌ２）０．２３ｇ－［又は塩化マグネシウム水和物（ＭｇＣ
ｌ２・６Ｈ２Ｏ）０．５０ｇ］
【０１２５】
　調製を早くするために、各塩は、次のものを加える前に完全に溶解させる。ジェイコ合
成尿は、清浄なガラス容器内に、２週間貯蔵されてもよい。溶液は、これが濁った場合は
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使用するべきではない。清浄なプラスチック容器内での貯蔵寿命は、１０日である。
【０１２６】
　０．１１８Ｍ塩化ナトリウム（ＮａＣｌ）溶液：食塩水１０３２として０．１１８Ｍ塩
化ナトリウムを使用する。計量紙又はビーカーを用いて６．９０ｇ（±０．０１ｇ）の塩
化ナトリウムを秤量し、１Ｌのメスフラスコ内に定量的に移動し、フラスコに蒸留水を容
量まで充填する。攪拌棒を加え、攪拌プレート上で、全ての固体が溶解するまで溶液を混
合する。
【０１２７】
　試験準備
　固体基準円筒おもり（図示せず）（直径４０ｍｍ；高さ１４０ｍｍ）を使用して、キャ
リパゲージ（図示せず）（例えば、Ｍｉｔｏｔｏｙｏ　Ｄｉｇｉｍａｔｉｃ　Ｈｅｉｇｈ
ｔ　Ｇａｇｅ）を読取り値ゼロに設定する。この作業は、平滑で水平なベンチトップ１０
４６上で、都合よく行われる。ピストン／シリンダーアセンブリ１０２８は、ＳＡＰ粒子
なしでキャリパゲージ（図示せず）の下方に位置付けられ、測定値Ｌ１は、０．０１ｍｍ
単位にて記録される。
【０１２８】
　一定静水頭部リザーバ１０１４は、食塩水１０３２を充填される。吸気管１０１０の底
部１０３４は、測定中に、シリンダー１１２０内の液体メニスカス（図示せず）の頂部（
図示せず）を、５．００ｃｍマーク１１５６で維持するように位置付けられる。吸気管１
０１０の、シリンダー１１２０上の５．００ｃｍマーク１１５６における適正な高さの位
置合わせは、分析にとって重要である。
【０１２９】
　受取容器１０２４は、天秤１０２６上に配置され、天秤１０２６のデジタル出力は、コ
ンピュータ化されたデータ取得システム（図示せず）に接続される。１６メッシュの剛性
ステンレス鋼支持スクリーン（図示せず）を備えるリングスタンド１０４０は、受取容器
１０２４の上方に位置付けられる。１６メッシュスクリーン（図示せず）は、測定中にピ
ストン／シリンダーアセンブリ１０２８を支持するために十分に剛性があるべきである。
支持スクリーン（図示せず）は平坦かつ水平でなければならない。
【０１３０】
　ＵＰＭ手順
　化学天秤を使用して、１．５ｇ（±０．０５ｇ）のＳＡＰ粒子を好適な秤量紙又は秤量
補助物上で秤量する。ＳＡＰ粒子の含水率は、Ｅｄａｎａ含水率試験方法４３０．１－９
９（「超吸収性材料－ポリアクリレート超吸収性粉末－含水率－加熱時の重量喪失（９９
年２月）」）によって測定される。ＳＡＰ粒子の含水率が５％を超える場合、ＳＡＰ粒子
の重量を水分に関して補正しなければならない（即ち、その特定の場合では、加えられた
ＳＡＰ粒子は、乾燥重量基準で１．５ｇでなければならない）。
【０１３１】
　空のシリンダー１１２０を水平なベンチトップ１０４６上に置き、ＳＡＰ粒子を定量的
にシリンダー１１２０内に移す。シリンダー１１２０を緩やかに振盪、回転、及び／又は
タッピングすることによって、ＳＡＰ粒子をシリンダー１１２０の底部１１４８に取り付
けられたスクリーン（図示せず）上に均一に分散させる。最も精密な結果を得るために、
シリンダー１１２０の底部１１４８に取り付けられたスクリーン（図示せず）上に、粒子
を均等に分散させることは重要である。シリンダー１１２０の底部１１４８に取り付けら
れたスクリーン（図示せず）上に、ＳＡＰ粒子が均等に分散した後に、粒子が内側シリン
ダー壁１１５０に粘着してはならない。ピストンシャフト１１１４が、第１の蓋開口部１
１３４を介して挿入され、蓋１１１６のリップ１１５４は、ピストンヘッド１１１８の方
に向いている。ピストンヘッド１１１８は、シリンダー１１２０内に、数センチメートル
の深さまで注意深く挿入される。次に、ピストンヘッド１１１８をＳＡＰ粒子から離して
維持するように注意を払いながら、蓋１１１６をシリンダー１１２０の上方のリム１１４
４上に配置する。次に、第３、第４、第５、及び第６の線状指標マークが位置合わせする
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ように、蓋１１１６及びピストンシャフト１１２６を注意深く回転させる。次に、ピスト
ンヘッド１１１８を（ピストンシャフト１１１４によって）静かに下げて、乾燥したＳＡ
Ｐ粒子上で停止させる。おもり１１１２をピストンシャフト１１１４の上部１１２８上に
位置付け、これが肩部１１２４上に停止し、それによって第１及び第２の線状指標マーク
が位置合わせされる。蓋１１１６の適切な配置は、おもりの結合を防ぎ、ヒドロゲル層１
３１８上のおもりの均等な分配を確実にする。
【０１３２】
　膨潤面：直径８ｃｍのガラス濾板（厚さ７ｍｍ、例えば、Ｃｈｅｍｇｌａｓｓ　Ｉｎｃ
．＃　ＣＧ　２０１－５１、粗い多孔性）１３１０を、ガラス濾板１３１０が飽和するま
でガラス濾板１３１０に超過のＪＳＵ　１３１２を加えることによって飽和させる。飽和
したガラス濾板１３１０を、広い平坦な底部を有するペトリ皿１３１４内に配置し、ＪＳ
Ｕ　１３１２を、ガラス濾板１３１０の頂面１３１６に達するまで加える。ＪＳＵの高さ
は、ガラス濾板１３１０の高さを超えてはならない。
【０１３３】
　シリンダー１１２０の底部１１４８に取り付けられたスクリーン（図示せず）は、容易
に伸張される。伸張を防ぐために、ピストン／シリンダーアセンブリ１０２８のシリンダ
ー１１２０を把持しながら、蓋１１１６のすぐ上で、ピストンシャフト１１１４に人差し
指で横からの圧力を適用する。これは、ピストンシャフト１１１４を、蓋１１１６に対し
て定位置に「固定」し、その結果、ピストン／シリンダーアセンブリ１０２８は、過度な
力をスクリーン（図示せず）上に働かせることなく、持ち上げることができる。
【０１３４】
　ピストン／シリンダーアセンブリ１０２８全体を、この方法で持ち上げ、ペトリ皿１３
１４内のガラス濾板１３１０上に配置する。ペトリ皿１３１４からのＪＳＵ　１３１２は
、ガラス濾板１３１０を通過し、ＳＡＰ粒子（図示せず）に吸収されて、ヒドロゲル層１
３１８を形成する。ペトリ皿１３１４内で利用可能なＪＳＵ　１３１２は、全ての膨潤面
にとって十分なものでなければならない。必要であれば、ＪＳＵ　１３１２の液面をガラ
ス濾板１３１０の頂面１３１６に維持するために、水和期間中に一層多くのＪＳＵ　１３
１２をペトリ皿１３１４に加えてもよい。６０分後、上記のようにピストンシャフト１１
１４を蓋１１１６に対して固定するように注意を払いながら、ピストン／シリンダーアセ
ンブリ１０２８をガラス濾板１３１０から取り外し、この手順の間にヒドロゲル層１３１
８がＪＳＵ　１３１２を失わないか又は空気を吸収しないことを確実にする。ピストン／
シリンダーアセンブリ１０２８をキャリパーゲージ（図示せず）の下に配置し、読取り値
Ｌ２を、０．０１ｍｍ単位で記録する。読取り値が時間と共に変化する場合、初期値のみ
が記録される。ヒドロゲル層１３１８の厚さＬ０は、Ｌ２－Ｌ１から０．１ｍｍ単位で決
定される。
【０１３５】
　ピストンシャフト１１１４を蓋１１１６に対して定位置に固定するように注意を払いな
がら、ピストン／シリンダーアセンブリ１０２８をリング支持スタンド１０４０に取り付
けられた支持スクリーン（図示せず）に移動する。一定静水頭部リザーバ１０１４は、配
送管１０１８が第２の蓋開口部１１３６を介して配置されるように、位置付けられる。測
定は以下の順序で開始される：
　ａ）一定静水頭部リザーバ１０１４のストップコック１０２０が開放されて、食塩水１
０３２が、シリンダー１１２０上の５．００ｃｍマーク１１５６に達するようにする。こ
の食塩水１０３２の液面は、ストップコック１０２０を開いて１０秒以内に得られるべき
である。
　ｂ）一度５．００ｃｍの食塩水１０３２が達成されると、データ収集プログラムが開始
される。
【０１３６】
　天秤１０２６に取り付けられたコンピュータ（図示せず）の補助により、ヒドロゲル層
１３１８を通過する食塩水１０３２の量を、２０秒間隔で１０分間にわたって記録する。
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１０分間終了時に、一定静水頭部リザーバ１０１４上のストップコック１０２０を閉じる
。
【０１３７】
　６０秒から実験の終わりまでのデータをＵＰＭ計算に使用する。６０秒よりも前に収集
されたデータは、計算に含めない。流速Ｆｓ（単位ｇ／ｓ）は、６０秒から６００秒まで
の時間（単位秒）の関数として収集された食塩水１０３２の重量（単位グラム）のグラフ
に対する線形最小２乗適合の傾きである。
【０１３８】
　ヒドロゲル層１３１８の尿透過性測定値（Ｑ）は、以下の等式に従って計算する。
　Ｑ＝［Ｆｇ×Ｌ０］／［ρ×Ａ×ΔＰ］、
　式中、Ｆｇは、流量結果の回帰分析から決定される流量（単位ｇ／秒）であり、Ｌ０は
、ヒドロゲル層１３１８の初期厚さ（単位ｃｍ）であり、ρは、食塩水１０３２の密度（
単位ｇ／ｃｍ３）である。Ａ（上記の等式の）はヒドロゲル層１３１８の面積（単位ｃｍ
２）であり、ΔＰは静水圧（単位ダイン／ｃｍ２）であり、尿透過性測定Ｑは、単位ｃｍ
３秒／ｇｍである。３つの測定値の平均が報告されるべきである。
【０１３９】
　ＦＳＲ試験方法
　この方法は、ＳＡＰ粒子、特に架橋ポリアクリレート類などの高分子ヒドロゲル化粒子
が、０．９％生理食塩水（０．９質量％ＮａＣｌ水溶液）中で膨潤する速度を決定する。
測定の原理は、ＳＡＰ粒子に既知の量の流体を吸収させ、流体の吸収に要する時間を測定
する。次に、吸収された流体（単位グラム）／材料（単位グラム）／秒で結果を表す。全
部の試験は、２３±２℃で行われる。
【０１４０】
　ＳＡＰ粒子の代表的な試料４グラムを、測定前に、覆いのない直径５ｃｍのペトリ皿内
にて、２３±２℃及び１．３３Ｐａ（０．０１トル）以下の真空チャンバ内で４８時間乾
燥する。
【０１４１】
　約１ｇ（＋／－０．１ｇ）の試験標本を真空チャンバから除去し、直ぐに３２～３４ｍ
ｍの内径及び５０ｍｍの高さを有する２５ｍＬビーカー内にて０．００１ｇの精度まで秤
量する。材料を底部上に均等に拡げる。２０ｇの０．９％生理食塩水を、５０ｍＬビーカ
ー内にて＋／－０．０１ｇの精度まで秤量した後、試験材料を収容するビーカー内に注意
深く、しかし急速に注ぐ。液体が材料に接触した直後に、タイマーを開始する。ビーカー
は、膨潤中、移動されず又は掻き回されない。
【０１４２】
　流体の最後の部分が、膨潤している粒子により到達された際、タイマーを停止し、時間
を秒単位で記録する。終点の決定の再現性を増大させるために、液体表面を小ランプで、
そのランプにより加熱することなく照射してもよい。ビーカーを再び秤量して、実際に捕
捉された液体を±０．１ｇの範囲内で決定する。
【０１４３】
　ＳＡＰ粒子の重量を、実際に捕捉された液体の量で除算し、結果をこの捕捉に要した時
間で除算することにより自由膨潤速度を計算し、単位「ｇ／ｇ／ｓ」で表す。３回の測定
を行い、結果を平均してＦＳＲ値（単位ｇ／ｇ／ｓ）を得、３桁の有効数字まで報告する
。
【実施例】
【０１４４】
　実施例１及び２では、Ｚｅｔｚｌ　ｅｔ　ａｌ．（２００３），「Ｓｔａｎｄａｒｄｉ
ｓｅｄ　Ｌｏｗ　Ｃｏｓｔ　ＳＦＥ－Ｕｎｉｔｓ　ｆｏｒ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｅｄ
ｕｃａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｒａｔｉｖｅ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ」，Ｐｒｏｃｅｅ
ｄｉｎｇｓ　ｏｆ　６ｔｈ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ　ｏｎ　
Ｓｕｐｅｒｃｒｉｔｉｃａｌ　Ｆｌｕｉｄｅｓ，Ｖｅｒｓａｉｌｌｅｓ，（２），５７７
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～５８１，ＩＳＢＮ　２－９０５－２６７－３７－０２に記載されている超臨界流体抽出
ユニットを使用した。実施例３及び４では、使用した備品は概ね類似していたが、抽出器
は１０００ｍＬの容積を有した。また、溶媒（例えば、ＣＯ２）の再利用を可能にする「
閉鎖ループ」システムであった点で、備品は実施例１及び２の備品とは異なっていた。１
０００ユニットは、有意により高い質量流量を可能にする。実施例１及び２の１００ｍＬ
ユニットは２ｋｇ／時間までの溶媒流を可能にするが、１０００ｍＬユニットは、１０ｋ
ｇ／時間までの溶媒流を可能にする。また、１０００ｍＬユニットは、１００ＭＰａ（１
０００バール）までの圧力と、１００℃までの温度とを可能にする。
【０１４５】
　（実施例１）
　実施例１のＳＡＰ粒子は、２０１１年２月に米国内で販売されたＰａｍｐｅｒｓ「Ｃｒ
ｕｉｓｅｒｓ」おむつ内で使用されている超吸収性ポリマー粒子である。これらのＳＡＰ
粒子は、概して、米国特許第２００９／０２７５４７０Ａ１号に従って作製されている。
２つの試料（試料１及び２）は、同一条件下で試験された。

【表１】

【０１４６】
　試料を超臨界流体処理に供する前、及び供した後、ＣＲＣ、ＦＳＲ及びＵＰＭを測定し
た。
【表２】

【０１４７】
　データは、ＳＡＰ粒子の容量（ＣＲＣ）、自由膨潤速度（ＦＳＲ）及び透過性（ＵＰＭ
）が、少なくとも純粋なＳＡＰ粒子試料が試験されている限り、即ち、ＳＡＰ粒子が汚染
されていず、かつ吸収性物品内に含まれていない限り、ＳＣＦ処理中に低下しないことを
示す。
【０１４８】
　実施例２～４は、ＳＣＦ処理に供した際の、吸収性物品内の汚染ＳＡＰ粒子の挙動に焦
点を当てる。
【０１４９】
　（実施例２）
　２０１１年２月に米国内で販売されたＰａｍｐｅｒｓ「Ｃｒｕｉｓｅｒｓ」おむつ、サ
イズ５（試料３～６）は、異なる抽出条件に供されている。これらのおむつの吸収性コア
は、１２．８ｇのＳＡＰ粒子と、０．８４ｇの固化熱可塑性組成物とを含む。ＳＡＰ粒子
は、固化熱可塑性組成物によって固定されている。しかしながら、物品内の様々な構成要
素はそのような固化熱可塑性組成物を使用して互いに接着されているため（例えば、トッ
プシートをバックシートに周辺部において接着する際、又はレッグ伸縮材を、それらを包
囲する不織布層に取り付ける際）、完全なおむつは１．８３ｇの固化熱可塑性組成物を含
むことに留意するべきである。抽出中、物品内の全部の熱可塑性組成物は、超臨界流体の



(26) JP 5587437 B2 2014.9.10

10

20

30

40

50

影響を受ける。全部の固化熱可塑性組成物が抽出されるため、吸収性物品は、ＳＣＦ処理
後に、比較的容易に崩れて別個の部分となるであろう。
【表３】

【０１５０】
　ＳＣＦユニット内での抽出処理後、ＳＡＰ粒子が固化熱可塑性組成物から分離され、前
記固化熱可塑性組成物によってＳＡＰ粒子が抽出前におむつ中で汚染されていた。次に、
再利用粒子をそれらのＣＲＣ及びＵＰＭ値に関して試験した。試料３～６のおむつの製造
に使用した原材料ＳＡＰ粒子のそれぞれの値も測定した。ＣＲＣ測定に関して、試料３～
６から再利用されたＳＡＰ粒子の含水率は、原材料ＳＡＰ粒子の含水率と同一であった。
【表４】

【０１５１】
　データは、ＳＡＰ粒子の容量（ＣＲＣ）がＳＣＦ処理により低下しないが、透過性値（
ＵＰＭ）は低下することを示す。ＵＰＭ値は、再利用ＳＡＰ粒子が、特にそれらが非再利
用ＳＡＰ粒子と混合される場合に、吸収性物品内で使用できない程、低下することはない
。ＳＡＰ粒子の全般的な品質は、４つの異なる抽出条件の全部において良好であった。
【０１５２】
　（実施例３）
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　２０１１年２月に米国内で販売されたＰａｍｐｅｒｓ「Ｃｒｕｉｓｅｒｓ」おむつ（試
料７）、サイズ５は、１０００ｍＬ抽出器を有するユニット内でＳＣＦ処理に供されてい
る。
【表５】

【０１５３】
　ＳＣＦユニット内での抽出処理後、ＳＡＰ粒子が固化熱可塑性組成物から分離され、前
記固化熱可塑性組成物によってＳＡＰ粒子が抽出前におむつ中で汚染されていた。次に、
再利用粒子を、それらのＣＲＣ、ＦＳＲ及びＵＰＭ値に関して試験した。試料７のおむつ
の製造に使用した原材料ＳＡＰ粒子のそれぞれの値も測定した。ＣＲＣ測定に関して、試
料７から再利用されたＳＡＰ粒子の含水率は、原材料ＳＡＰ粒子の含水率と同一であった
。
【表６】

【０１５４】
　データは、ＳＡＰ粒子の容量（ＣＲＣ）及びＦＳＲがＳＣＦ処理により低下しないが、
透過性値（ＵＰＭ）は低下することを示す。実施例２の試料に関しては、試料７のＵＰＭ
値は、特に非再利用ＳＡＰ粒子と混合される場合に、再利用ＳＡＰ粒子が吸収性物品内で
使用できない程、低下することはない。ＳＡＰ粒子の全般的な品質は、良好であった。
【０１５５】
　（実施例４）
　２０１１年２月に米国内で販売されたＰａｍｐｅｒｓ「Ｃｒｕｉｓｅｒｓ」おむつ（試
料７）、サイズ５は、１０００ｍＬ抽出器を有するユニット内で、また異なる抽出条件を
用いて、ＳＣＦ処理に供されている。
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【表７】

【０１５６】
　ＳＣＦユニット内での抽出処理後、ＳＡＰ粒子が固化熱可塑性組成物から分離され、前
記固化熱可塑性組成物によってＳＡＰ粒子が抽出前におむつ中で汚染されていた。次に、
再利用粒子を、それらのＣＲＣ、ＦＳＲ及びＵＰＭ値に関して試験した。試料８、９及び
１０のおむつの製造に使用した原材料ＳＡＰ粒子のそれぞれの値も測定した。ＣＲＣ測定
に関して、試料８、９及び１０から再利用されたＳＡＰ粒子の含水率は、原材料ＳＡＰ粒
子の含水率と同一であった。
【表８】

【０１５７】
　データは、ＳＡＰ粒子の容量（ＣＲＣ）及びＦＳＲがＳＣＦ処理により低下しないが、
透過性値（ＵＰＭ）は低下することを示す。実施例２及び３の試料に関しては、試料８、
９及び１０のＵＰＭ値は、特に非再利用ＳＡＰ粒子と混合される場合に、再利用ＳＡＰ粒
子が吸収性物品内で使用できない程、低下することはない。ＳＡＰ粒子の全般的な品質は
、良好であった。
【０１５８】
　本明細書で言及されているＰｒｏｃｔｅｒ　＆　Ｇａｍｂｌｅ　Ｃｏｍｐａｎｙに譲渡
された全ての特許及び特許出願（それに関して発行された任意の特許）は、本明細書と矛
盾しない程度まで、参照により本明細書に組み込まれる。
【０１５９】
　本明細書に開示される寸法及び値は、列挙された正確な数値に厳しく制限されるものと
して理解されるべきでない。それよりむしろ、特に指定されない限り、それぞれのそのよ
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うな寸法は、列挙された値とその値周辺の機能的に同等の範囲との両方を意味することを
意図する。例えば、「４０ｍｍ」として開示した寸法は、「約４０ｍｍ」を意味すること
を意図したものである。
【０１６０】
　本発明の発明を実施するための形態の中で引用されたすべての文献は、関連部分におい
て、本明細書に参考として組み込まれ、いかなる文書の引用も、それが本発明に対する先
行技術であることを認めるものとして解釈されるべきではない。本明細書における用語の
任意の意味又は定義が、参照により組み込まれた文献における同一の用語のいずれの意味
又は定義とも相反する限りにおいては、本明細書においてその用語に与えられた意味又は
定義が適用されるものとする。
【０１６１】
　本発明の特定の諸実施形態を図示し、記載したが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱する
ことなく他の様々な変更及び修正を実施できることが当業者には自明である。したがって
、本発明の範囲内にあるそのようなすべての変更及び修正を添付の特許請求の範囲で扱う
ものとする。

【図１】 【図２】
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